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事業実績の概要

秋田県立大学は、「21世紀を担う次代の人材を育成し、開かれた大学として本県の持続的発展に貢献すること」を基本理念に掲げ、平成11年４月に開学し、平成

18 年４月に公立大学法人となりました。法人の運営に当たっては、秋田県から示された中期目標とこれに対応する中期計画に基づき、年度計画に定める業務を実施

しています。平成29年度の事業実績は次のとおりであり、順調に推移しました。 

１．教育に関する目標について 

（１） 学生の受入れ 

① 学士課程 

秋田県内及び全国から意欲ある優秀な学生を受け入れるため、一般入試に加え推薦入試やＡＯ入試など多様な形態の入学者選抜方法を採り、また全国５カ所

に会場を設けて入学試験を実施しました。 

その結果、平成30年度入学試験は、募集人員390名に対し、出願者数は1,668名（前年度2,011名）、受験者数は993名（前年度1,315名）、入学者数は

414 名（前年度 403 名）となりました。なお、入学者のうち県内出身者は 132 名（前年度 142 名）であり、県内入学生比率は目標とした３割を超える 31.9％    

（前年度 35.2％）となっています。また、一般入試においては、定員 265 名に対し、出願者は 1,514 名であり、出願倍率は中期計画で定めた数値目標の

5.0倍を上回る5.7倍（前年度6.9倍）となりました。 

② 大学院課程 

平成 14 年４月に開設した大学院においても優秀な学生の確保は重要な課題であり、春と秋の２回の入学機会を設けるとともに学内外の学生

に対する大学院説明会を年２回開催し、学生の受入れに努めました。 

その結果、平成30年度入学試験においては、募集人員91名に対し、出願者数93名（前年度102名）、受験者数93名（前年度101名）、入学者数81名

（前年度88名）となりました。研究科別では、システム科学技術研究科では募集人員58名に対し入学者数54名、生物資源科学研究科では募集人員33名に

対し入学者数27名となり、両研究科とも入学定員に達しませんでした。今後も大学院説明会の開催や大学院優秀学生奨学金制度の実施等により、引き続き学

生確保に取り組んでまいります。 

（２） 教育方法・実施体制・学生支援 

本学は、学生が自らを磨くことができる基礎能力を基盤として「問題発見・解決能力」及び「コミュニケーション能力」の二つの能力を備えた職業人を育成   
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するため、「クサビ型カリキュラム」や「学生自主研究制度」及び「少人数教育」を実施しています。これらによる学生と教員との距離の近さが、学生の早期か

らの専門分野に関する高い知的好奇心と旺盛な学修意欲の醸成につながっています。 

教育改革については、教育改革・支援センターが中心となり「成績評価分布の検証」や「成績評価段階の見直し」などの諸施策を立案し推進しました。また、    

同センターの教育企画室が、統合学生データベースを活用して入試関連、入学後の成績や進路、休退学傾向など様々なデータ分析を行うとともに、29 年度から

新たな新入生アンケートを実施し、本学の志望理由や受験情報源、他の志望大学等についてのデータ収集と分析を行いました。これらの分析結果やデータは、  

将来構想委員会や入学対策委員会等において使用され、教育改革や入試改革等の検討に活かされています。 

経済的な支援策については、授業料減免制度を継続し、減免適用者数は延べ 269 名（前期 129 名・後期 140 名）で学生総数に占める割合は 7.5％、減免額は    

計3,268万円となり、授業料総額に占める割合は3.4％となりました。また、優秀な学部学生が大学院進学を前向きに選択できる環境を整えるため、大学院博士  

前期課程学生を対象にした大学院優秀学生奨学金制度を継続し、成績基準を満たした73名（１年生36名、２年生37名）に対して年間授業料額に相当する計3,885

万円を給付するなど、諸制度の運用により経済面から修学を支援しました。 

サークル活動については、両キャンパス合わせて 81 団体がキャンパス間の垣根を越えて活発な活動を展開したほか、地域との交流活動や学内イベントの   

企画・実施等を学生が主体となって推進し、それらの活動を本学後援会と連携して運営・予算の両面から支援しました。 

（３）キャリア教育・就職支援 

キャリアガイダンス、進学ガイダンス等を実施したほか、学生が希望する職種や企業の開拓に努め、新規企業 223 社を含む 451 社を訪問し、情報収集を行い   

ました。また、３月に、平成30年度卒業予定の就職希望学生と企業の採用担当者が直接面談する「企業説明会」を主催し、企業63社（うち県内企業６社）と、

学生307名が参加しました。加えて、早期からのキャリア形成を促すとともに、地元中小企業との接点の拡大を図ることを目指し、主に学部１・２年生を対象に

平成27年度からジョブシャドウイング（１日型職場観察）を実施しており、平成29年度は県内企業20社で実施し、延べ107名の学生が参加しました。 

平成30年３月卒業生のうち、就職希望者に対する就職率は100％となり、社会が求める人材を育成して送り出すことができました。また、大学院へは84名が

進学しました。 

２．研究に関する目標について 

本学の特色となる研究分野を確立するため、目指す研究の方向を「人類の持続的発展に資する科学・技術」と定め、「学長プロジェクト（重点プロジェクト    

研究費等）」や、企業や公設試験研究機関との連携研究を柱とする「産学連携推進事業」に研究費を配分したほか、自治体や産業界等と連携して共同研究を85件、

受託研究を60件実施し、地域の特性に応じた研究を推進しました。 
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外部資金獲得強化のための諸施策の実施により、外部資金の獲得件数は 373 件（前年比 0.5％増）となり、７年連続で 300 件以上を獲得しました。また、獲得    

金額は大型の受託事業・補助金等の減少により総額4億3千1百万円（前年比22.5％減）となりました。 

知的財産については、15件の特許出願を行いました。 

３．地域貢献に関する目標について 

地域連携・研究推進センターを中心に、コーディネーターや教員が190件（前年度159件）の技術相談に応じました。また、自治体、地域団体、企業等の依頼に

より各種委員への就任や講師活動等をした教職員は延べ492名（前年度493名）でした。 

このほか、各イベントへの研究成果等の出展や技術相談、秋田県、秋田大学及び秋田工業高等専門学校等との共催による「あきた産学官連携フォーラム」、本学

主催の「秋田県立大学部局間研究フォーラム」などの開催により、地域企業との交流を拡大しました。 

また、公開講座や公開講演会等の開催を通じ、広く県民に対して生涯学習の機会を提供しました。 

４．効率的・効果的な組織運営について 

学長である理事長のリーダーシップが強く発揮され、業務本部長を兼ねる理事の適切な役割分担の下、円滑な組織運営が行われました。重要案件については、

役員会（年48回開催）、教育研究協議会（年11回開催）、経営協議会（年３回開催）の審議を経て決定したほか、教員との自由な意見交換のために部局長会議や

キャンパス懇談会をほぼ毎月開催し、開かれた議論を行う仕組みと公正な結論を導くための透明性を確保にも十分に配慮しました。 

平成 18 年度の法人化に当たり、優秀な人材の確保と活動実績が適切に反映される人事制度を構築する観点から、評価制度・任期制・年俸制を導入しており、   

平成29年度は、契約満了となる17人の教員について任期中における総合評価を実施し、評価結果に基づき再任の可否を判断するとともに、次期の契約年俸を決定

しました。また、事務局の人員配置については、県からの派遣職員の減員（前年比２人減）等への対応として新たに４人を採用したほか、職員のキャリアパスに   

配慮のうえ４月と７月に人事異動を行い、業務の執行体制を整えました。 

運営の基盤となる財務状況については、秋田県からの運営費交付金の削減に対応し、一般管理費の縮減に努めたほか、外部研究資金や技術移転による特許実施

許諾料収入の獲得に力を入れました。また、地方独立行政法人法第40条第３項の規定による目的積立金を施設設備の改修や教育研究機器の更新に充てました。 

５．決算について 

（１） 経営状況 

① 経営成績 
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平成 29 年度の損益計算による経営成績は、経常収益 58 億 1 千 8 百万円に対し、経常費用 55 億 9 千 8 百万円であり、臨時損益を差し引いた当期純利益は    

2億2千1百万円となりました。これに目的積立金取崩額7千6百万円を加えた当期総利益は2億9千7百万円となっています。 

また、当初予算と決算を比較すると、収入については5億9千1百万円の増となっており、この主な内訳は、施設整備費等補助金収入が1億3千9百万円の

増、受託研究等事業収入が6千 6百万円の増、寄附金収入が2千 9百万円の増、目的積立金取崩額が3億 4千 8百万円の増となっています。支出については    

3 億 7 千 7 百万円の増となっており、この主な内訳は、目的積立金を財源とした施設設備等の更新により教育研究費が 3億 8 千 6 百万円の増、施設整備費が    

1億3千9百万円の増、退職等による教員数の減少等により人件費が1億4千2百万円の減となっています。この結果、収支差額は2億1千4百万円となって

います。 

② 財政状態 

平成29年度の財政状態は、資産総額294億9千万円に対し、負債総額が41億2千5百万円、純資産総額が253億6千5百万円となっています。 

資産の内訳は固定資産が 277 億 3 千 4 百万円、流動資産が 17 億 5 千 6 百万円であり、負債の内訳は、資産勘定の見合い勘定である資産見返負債等の固定    

負債が 27 億 7 千 3 百万円、未払金や預り金等の流動負債が 13 億 5 千 2 百万円となっています。純資産の内訳は、秋田県からの出資である資本金が 314 億

1千9百万円（うち土地101億4千6百万円、建物212億7千2百万円）、出資財産のうち建物等の特定償却資産の減価に対応した損益外減価償却累計額等の

資本剰余金が△65億円、目的積立金や当期総利益を合わせた利益剰余金が4億4千6百万円となっています。 

（２） 利益の処分 

第２期中期目標期間の最終年度に当たる平成 29 年度の利益処分は、地方独立行政法人法第 40 条第４項の規定に基づき、当期総利益及び同条第３項の規定に

より既に秋田県知事から承認を受けた額の残余について同法第１項の積立金として整理した後、同法第40条第４項の規定に基づき、積立金のうち学生定員未充

足（大学院）分及び引継教員退職一時金の残余に相当する額以外の金額について知事の承認を受けた上で、第３期中期計画に定める、教育研究の推進及び学生生

活の充実を図るための施設・設備、備品等の整備並びに重点的に推進する研究プロジェクトに要する経費に充てることとします。 

また、積立金から知事の承認を受けた金額を控除した残余については、同法第40条第５項の規定により県に納付することとします。 
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（１）学部教育 Ａ  ２ 財務内容の改善 Ａ
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交流・連携に関する目標を達成するための措置
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　特に優れた実績を上げている。　 Ｓ
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地方独立行政法人法施行細則（平成１６年秋田県規則第５号）で定める業務運営に関する事項

法第４０条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関する計画



自己評価

自己評価

① 広報活動の強化 ① 広報活動の強化

ア　ホームページ、進学サイト、大
　学総合案内誌・パンフレットな
　ど、多様なメディア・媒体を積極
　的に活用し、受験生や保護者へタ
　イムリーな情報発信を行う。

ア　受験生や保護者への情報発信の強化に
　向け、ホームページの再構築について検
　討を進める。また、本学在学生が出身高
　等学校に訪問し、本学の特長を高校生や
　高等学校教員にＰＲする「秋田県立大学
　ＰＲ特命アンバサダー」事業を継続す
　る。

○ 新たに「広報戦略会議」を組織し、本学の
プレゼンス向上に資する戦略的な広報活動
の推進について検討した。加えて、同会議
の下に「ホームページ改善ワーキンググ
ループ」を設置し、ホームページの再構築
について検討を進めた。
また、本学在学生が出身高校を訪問して本
学の特長を直接伝える「秋田県立大学ＰＲ
特命アンバサダー」事業を実施した。アン
バサダーとして登録した76名の学生が59校
を訪問し、母校の後輩や教員に対して学生
の視点から本学の魅力をＰＲした。

イ　オープンキャンパスを開催し、
　本学の教育研究内容や施設概要を
　周知する。また、県内外で開催さ
　れる大学進学説明会に積極的に参
　加するとともに、進学実績を勘案
　した高校訪問を充実する。

イ　７月にオープンキャンパス、10月に
　ミニオープンキャンパスを開催し、教育
　の特長や充実した研究環境等、本学の魅
　力を周知する。また、高等学校が行う個
　別進学説明会や進学情報業者が主催する
　合同進学相談会へ積極的に参加し、受験
　生の掘り起こしを図る。加えて、県内高
　等学校や本学進学者の多い東北・東海・
　甲信越・北関東地区の高等学校を個別に
　訪問し、進路担当教員への本学認知度を
　高める。

○ 両学部において７月にオープンキャンパ
ス、10月にミニオープンキャンパスを開催
し、模擬講義、研究室・実験公開、学生自
主研究成果発表、進学相談等に847名（高校
生532名、家族・教員等315名）が参加し
た。また、進学情報業者や高等学校が主催
する進学相談会に延べ30回参加したほか、
進学推進員による高校訪問を実施した。高
校訪問においては、県内高等学校53校のほ
か、県外については出願・入学実績等から
注力すべき地域や高等学校を絞り込み、東
北・北海道地区95校、甲信越地区23校、北
関東地区23校、東海地区34校の計228校を訪
問し、本学の特色等を説明した。

Ａ（１）学部学生の受入れ

Ⅰ　教育に関する目標を達成するための措置

１　学生確保の強化

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績年　度　計　画　の　項　目

公立大学法人秋田県立大学の業務の実績等（項目別）

Ａ

Ｂ
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自己評価

ウ　県教育委員会等との高大連携事
　業に積極的に協力し、出張講義や
　高等学校教員を対象としたキャン
　パス見学会などを実施する。

ウ　県内全高等学校に高大連携事業に関す
　る案内文書を送付して制度利用を促すと
　ともに、申し込みを受けた場合は要望に
　沿えるよう実施内容を調整する。また、
　高校生以外にも高等学校教員、保護者等
　のキャンパス見学を積極的に受け入れ本
　学をＰＲするほか、県内高等学校教員と
　の意見交換会を実施し、得られた意見を
　学生募集活動に活用する。

○ 高大連携事業に関する案内文書を県内全て
の高等学校に送付するとともに、高校訪問
等の機会を捉え、事業の積極的な利用を呼
び掛けた。
＜29年度の事業実績＞
・各高校への出前講義等：52回
・キャンパス見学会、模擬講義等：34回

また、県内高等学校教員を対象として入試
に関する情報提供や意見交換の場を設け、
システム科学技術学部では28校から29名、
生物資源科学部では19校から22名の参加を
得たほか、高等学校教員によるキャンパス
見学も積極的に受け入れた。加えて、保護
者向けの取り組みとして、高等学校のＰＴ
Ａ総会での説明会開催や、ＰＴＡ研修旅行
でのキャンパス訪問を受け入れ、本学の特
長をＰＲした。

② 県内出身入学生の確保 ② 県内出身入学生の確保
ア　推薦入試等特別選抜試験におけ
　る募集人員や選抜方法を見直し、
　県内高等学校出身者の入学を促進
　する。

ア　基礎学力と適性を重視しつつ有為な県
　内出身入学生を確保するため、推薦入試
　等特別選抜試験の在り方について検討す
　る。

○ 32年度からの高大接続改革に向け、県内高
等学校教員との情報交換会や個別の高校訪
問、県教育委員会との打ち合わせの機会に
意見交換を行った。学内では入試改革の検
討を行う専門組織を立ち上げ、主に推薦入
試制度等を中心に、優秀な県内出身入学生
の確保に向けた検討を進めた。

イ　県内高等学校との連携を促進
　し、入学者選抜試験に連携校特別
　枠を設ける。

イ　高大接続改革における本学の入学者個
　別選抜見直しの中で、連携校特別枠の新
　設を含め、県内の優秀な学生を確保する
　ための方策について引き続き検討する。

○

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

高大接続改革への対応について検討を進
め、入学者選抜試験における連携校特別枠
については、県内高等学校に対する公平性
の観点から導入を見送ることとした。一方
で、県内出身学生を対象とした新たな入試
区分を設け、推薦等特別選抜試験における
県内出身者枠を拡大することとした。
また、県内の意欲ある優秀な生徒を確保す
るための方策として、県内高等学校が実施
するＳＳＨ（スーパーサイエンスハイス
クール）及びＳＧＨ（スーパーグローバル
ハイスクール）事業への協力や「高大接続
塾ハイレベル講座」の実施を通じ、県内高
校生と本学教員との交流を深め、本学で学
ぶ魅力を伝えた。

＜高大接続塾ハイレベル講座の実績＞
・ハイレベル「数学」講座
　　　　　　　　　　： 9校40名参加
・ハイレベル「生物資源科学」講座
　　　　　　　  　　：12校44名参加

7



自己評価

ウ　県内高等学校を通じて入学生特
　待生制度の周知に努めるととも
　に、県内出身入学生に対する本学
　独自の奨学金給付制度などの修学
　支援を継続する。

ウ　進学相談会や高校訪問などの機会を通
　じて、入学生特待生制度の周知に努め
　る。また、「秋田県立大学10周年記念奨
　学金」を継続し、県内出身学生の修学を
　支援する。

○ 進学推進員による県内高等学校の訪問や進
学相談会等の機会を利用し、入学生特待生
制度を積極的に周知するとともに、学長と
副学長が県内の進学校を訪問し、特待生制
度の魅力を説明し、出願を呼びかけた。
県内出身学生を対象とした「10周年記念奨
学金」は、所定の基準を満たした８名に対
して計160万円を給付し、修学を支援した。

③ 入試制度の改善 ③ 入試制度の改善
ア　入学者受入れ方針を周知し、本
　学が入学時に求める高等学校段階
　で修得しておくべき学力内容・水
　準を明示する。

ア　入学者受入れ方針等の周知に努め、同
　方針で示す能力を有する学生を確保す
　る。

○ 全学及び学部ごとの入学者受入方針（アド
ミッション・ポリシー）を入学者選抜要項
や本学ホームページに掲載し周知したほ
か、各学科で求める資質や高等学校段階で
求める習得レベルを入学者選抜要項等に具
体的に示した。

イ　学生の入試区分、入試成績、入
　学後の学業成績等を総合的に分析
　し、その結果をもとに、入学者選
　抜制度の適切な改善を行う。

イ　学生の入試区分ごとに入学後の学業成
　績の変化や卒業後の進路状況などの相関
　関係を分析し、客観的数値に基づき入学
　者選抜制度の見直しを検討する。

○ 入学後の学業成績の変化や卒業後の進路状
況等の相関関係を入試区分ごとに分析した
データを活用し、高大接続改革に対応した
入学者選抜制度の見直しについて検討を継
続した。

☆数値目標
・一般選抜試験出願倍率：５倍以上
・県内出身入学生比率：  30％以上

☆数値目標
・一般選抜試験出願倍率：５倍以上
・県内出身入学生比率：  30％以上

☆実績
・一般選抜試験出願倍率：　5.7倍
・県内出身入学生比率：　 31.9％

年　度　計　画　に　係　る　実　績年　度　計　画　の　項　目中　期　計　画　の　項　目
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自己評価

① 本学大学院の教育内容や養成する人
材像、修得できる能力・技術、キャ
リアパスを明示する。

① 本学大学院の教育内容や養成する人材像、
修得できる能力・技術等の情報を記載した
大学院紹介パンフレットやホームページを
利用し、積極的な情報発信を行う。

○ 大学院進学促進用パンフレット「大学院進
学の勧め」や本学ホームページなどによ
り、本学大学院の教育内容や研究内容等の
情報を発信し、大学院進学の意義を明示し
た。

② 学内からの入学生の増加を促進する
ため、入学初年次から大学院説明会
や進学ガイダンスを開催し、本学大
学院の魅力を積極的に周知するとと
もに、独自の奨学金制度などを取り
入れ、経済的支援を充実する。

② 学部生向けに大学院セミナーや進路ガイダ
ンスを開催し、入学初年次から大学院につ
いての理解を深めるとともに、本学大学院
の魅力を積極的に発信する。また、本学学
部から大学院への進学を希望する成績優秀
者を対象に「大学院優秀学生奨学金制度」
を適切に運用し、大学院進学の障壁となっ
ている経済面での支援を行う。

○ 新入生を含めた学部全学生に対して、大学
院セミナーや進路ガイダンスにおいて本学
大学院の魅力を発信し、大学院で学ぶこと
への理解を促し、本学大学院への進学意欲
の向上を図った。
また、大学院優秀学生奨学金制度では、29
年度入学者36名を新たに認定し、前年度認
定者（博士前期課程２年生）37名と合わせ
た計73名に対して計3,885万円を給付し、経
済面での支援を行った。

③ 社会人学生の学習動機や学習目的に
配慮した教育プログラムを編成し、
幅広い年齢層の修学を促進する。
ア　長期履修制度の導入により、社
　会人学生の経済的負担を軽減す
　る。

③ 社会人学生の学習動機や学習目的に配慮し
た教育プログラムを実践し、幅広い年齢層
の修学の機会拡大に努める。
ア　26年度に導入した長期履修制度を積極
　的にＰＲし、社会人学生の経済的負担軽
　減策の継続と拡充を図る。

○ 大学院進学促進用パンフレット「大学院進
学の勧め」や本学ホームページなどによ
り、長期履修制度を内容を情報発信し、29
年度は在学中の社会人学生１名（博士後期
２年生）が新たに長期履修制度の利用を申
請した。

イ　インターネット活用授業、集中
　講義、土・日開講など、社会人学
　生に配慮した多様かつ柔軟な学習
　形態と学習環境を提供する。

イ　社会人学生の個々の事情を考慮し、多
　様かつ柔軟な学習形態と学習環境を提供
　する。

○ 社会人学生に対し、コース別履修モデルを
活用した履修指導や長期履修制度の活用な
どの提案を行い、効率的かつ柔軟な学習環
境を提供した。

Ｂ

年　度　計　画　の　項　目中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（２）大学院学生の確保
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自己評価

ウ　科目等履修生制度及び聴講生制
　度の周知に努め、社会人の活用を
　促進する。

ウ　各市町村の広報誌、関係機関窓口等の
　媒体に加え、公開講座等の行事を利用
　し、科目等履修生制度及び聴講生制度の
　周知を図る。また、本学卒業生を対象に
　した生涯学生制度を活用し、学修意欲の
　ある社会人へ学びの機会を提供する。

○ 本学ホームページ等による情報発信のほ
か、公共・教育関係機関の窓口における資
料配布や各市町村の広報誌での制度紹介な
ど、制度を広く周知した。また、本学卒業
生に対しては生涯学習制度と併せて活用を
呼びかけた。

エ　社会人学生向けに作成した履修モデル
　を積極的に活用し、幅広い年齢層の修学
　促進を図る。

○ 社会人学生向けに作成したコース別履修モ
デルを活用し、効率的な履修計画の提案と
履修指導を行った。

④ 海外大学との大学間・部局間協定の
締結を促進し、入学料・授業料の減
免や宿舎の確保等の支援、日本語教
育や生活指導、修学支援体制の強化
により、外国人留学生の受入れを拡
大する。

④ 大学間協定及び部局間協定に基づく外国人
留学生の受入れを促進するため、日本語教
育、住居費補助、チューター制度の実施及
び各種相談への対応を継続する。

○ 日本語の非常勤講師１名を配置し、留学生
を対象とした日本語講座を実施した。ま
た、留学生に月額上限２万円の住居費補助
金（上半期９名、下半期10名／計204万円）
を支給し、修学を支援した。

☆数値目標
・大学院収容定員充足率：100％

☆数値目標
・大学院収容定員充足率：100％

☆実績
・大学院収容定員充足率：92.3％

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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自己評価

自己評価

① 育成する人材・能力 ① 育成する人材・能力

ア　専攻分野の専門性だけではな
　く、幅広い教養を身に付け、修得
　した知識・技術を駆使して、自ら
　問題を発見し解決できる力を育成
　する。

ア　地域の課題に目を向け、その解決方法
　を考える「あきた地域学課程」を本格導
　入し、問題解決能力を備えた学生の育成
　を図る。

○ 「あきた地域学」を学士課程の必修科目と
して開講し、単位を取得した397人を「地域
創生推進士（標準）」として認定した。

イ　相手を尊重する豊かな人間性と
　自己を的確に表現できるコミュニ
　ケーション能力を育成し、社会人
　としての基礎力を涵養する。

イ　学内外における研究発表や学会発表等
　を積極的に実施する。さらに、講義の中
　にも討論型・対話型の手法を取り入れ、
　プレゼンテーション能力やコミュニケー
　ション能力の向上を図る。

○ 教養科目の「コミュニケーション入門」や
「現代の働く環境」では、授業にディス
カッションを取り入れるなどコミュニケー
ション能力の向上に取り組んだ。また、プ
レゼンテーション能力の育成に向け、サイ
エンスインカレなど学外での研究成果の発
表を学生に促した。

② 教育課程の改革 ② 教育課程の改革
ア　教育課程編成・実施方針に基づ
　き、学生の視点に立ち学習の系統
　性や順次性に配慮した体系的教育
　課程を編成する。

ア　学科ごとにカリキュラムマップの見直
　しを行い、学習の系統性や順次性に配慮
　した教育課程となっているか検証する。

○ システム科学技術学部新設３学科のカリ
キュラムマップを作成し、学習の系統性や
順次性に配慮した体系的な教育課程が編成
されているか検証した。

イ　専攻分野の学習を通して、学生
　がどのような学習成果を獲得でき
　るか明確にする。また、学生が自
　己の将来像を描き、目的意識と学
　習意欲が高まるよう教育目標に応
　じた分野別履修モデルを策定す
　る。

イ　分野別履修モデルに加え、授業科目を
　専門分野別にマッピングし、それぞれの
　専門分野において獲得できる能力を明示
　したカリキュラムマップを積極的に活用
　することで、学生の目的意識の明確化と
　学習意欲の向上を促す。

○ 各学科が作成したカリキュラムマップを新
入生オリエンテーションで配布し、専門分
野における各授業科目の位置付けや獲得で
きる能力を説明することで、学生の学習意
欲の向上を促した。

ウ　教養基礎教育、専門教育等の科
　目構成、単位数、開講年次を柔軟
　に見直すとともに、教員組織の大
　講座制への移行を活かした教育内
　容、教育プログラムを実施する。

ウ　教育課程編成・実施方針やカリキュラ
　ム見直しの検討過程において、教養基礎
　教育、専門教育等の科目構成、単位数、
　開講年次なども議論し、総体的な教育プ
　ログラムの改善を促進する。

○ 30年度のカリキュラム編成について、外国
語科目の構成・配置の見直しを検討し、ゼ
ミ形式での英語の授業や、英語によるプレ
ゼンテーションを学ぶ授業など、語学力の
高い層向けの科目を配置することとするな
ど、教育プログラムの改善に取り組んだ。

Ａ

Ⅰ　教育に関する目標を達成するための措置

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

２　教育の質の向上 Ａ

（１）学部教育

11



自己評価

エ　教養基礎教育における教育指導
　体制を強化するとともに、放送大
　学の活用や県内高等教育機関との
　単位互換を推進する。

エ　放送大学との教育連携協定及び講師の
　配置による教養基礎教育の指導強化、大
　学コンソーシアムあきたとの連携による
　単位互換制度の浸透、充実を図る。

○ 放送大学との教育連携協定に基づき、シス
テム科学技術学部で20名、生物資源科学部
で116名の学生が放送大学の講義を受講し
た。なお、放送大学の外国語の講義には延
べ８名の学習指導員（スペイン語２名、フ
ランス語２名、中国語1名、ドイツ語２名、
韓国語１名）を配置し、学習を支援した。
また、「大学コンソーシアムあきた」にお
ける単位互換授業では、前・後期合計387科
目を提供するとともに、単位互換制度を紹
介するポスターを学内に掲示し学生に周知
した。

オ　修得すべき英語能力と到達目標
　を明示し、英語資格試験単位認定
　制度、語学研修制度の運用などに
　より、英語教育を強化する。

オ　英語教育の効果を測定するため、TOEIC
　（Bridge・IP）の実施を継続する。ま
　た、30年度の英語のカリキュラム改革に
　向けた準備を進める。

○ １年生全員を対象としたTOEIC Bridgeを継
続実施し、英語能力の伸びの検証を行っ
た。２年生以上の希望者には12月に両キャ
ンパスでTOEIC-IPを実施したほか、e-ラー
ニングシステムにより学習成果の検証を
行った。
英検又はTOEICで一定の級やスコアを取得し
た場合に外国語科目（英語）の単位を認定
する制度では、合計39人（秋田28人、本荘
11人）の学生が単位認定を受けた。
また、30年度の外国語科目の構成・配置に
ついて検討し、カリキュラムを大幅に見直
した。

カ　大学への円滑な移行を目的とし
　て、レポート・論文の作成指導、
　学習の動機付け、大学生活への適
　応など、初年次教育を充実する。
　併せて、基礎学力の向上を目的と
　した補習教育を強化する。

カ　初年次教育としてフレッシャーズ・セ
　ミナーや文章力講座を継続する。また、
　本荘キャンパスではピアチューターを利
　用した「数学・物理駆けこみ寺」を引き
　続き実施し、数学・物理の基礎学力向上
　を図る。

○ フレッシャーズ・セミナーを開講し、知的
情報の伝え方や整理方法、学習ポートフォ
リオの活用方法、レポートの書き方につい
て講義を行ったほか、文章力講座を実施
し、新入生の高校教育から大学教育への円
滑な移行を支援した。また、本荘キャンパ
スにおいて、大学院生及び学部生から19人
のピアチューターを採用して「数学・物理
駆け込み寺」を実施し、延べ217名の学生が
利用した。

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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自己評価

キ　推薦入試及びＡＯ入試の入学者
　を対象とした入学前教育と入学後
　のフォローアップを強化する。

キ　推薦・ＡＯ入試入学者を対象とした入
　学前教育プログラムと、特定の科目につ
　いての学力が不足している学生を対象と
　した入学後教育（基礎講座）を継続す
　る。

○ 入学前添削指導講座やスクーリング授業を
継続実施し、大学で必要な基礎学力の強化
を図った。システム科学技術学部では教員
と高等学校教員ＯＢ５名が事前に打合せを
した上で添削指導とスクーリングを行っ
た。生物資源科学部では外部業者の教材を
利用して基礎学力強化を図るとともに、課
題の提出状況や受講者アンケートなどを参
考に中途退学予防や学力向上対策を行っ
た。

＜システム科学技術学部＞
・添削講座（数学、物理、英語）
・スクーリング(数学、物理、英語)計４回
＜生物資源科学部＞
・添削講座（化学・生物）
・スクーリング(化学、生物、英語)計２回

ク　少人数教育環境の中で、教員や
　学生同士の密接な交流を通して、
　学生が自主的に学び考える力を身
　に付けられるよう、討論や研究発
　表など演習形式の授業を充実す
　る。

ク　28年度に導入した教育支援システムの
　アクティブラーニング機能を活用し、双
　方向授業や対話型授業の充実を図る。
　また、ラーニング・コモンズの活用によ
　り、多様な学びの形態を提供し、学生の
　主体的な学修を支援する。

○ 両学部合わせて１４５科目の授業におい
て、教育支援システム等のアクティブラー
ニング機能を活用し、学生の積極的な授業
参加を促した。また、ラーニング・コモン
ズの貸出用ノートパソコンや机を増設する
など、より快適な学修環境の提供を図り、
学生の主体的な学修を支援した。

ケ　学生自主研究制度を推進し、指
　導教員や先輩学生によるアドバイ
　ス・バックアップにより、入学直
　後から研究への興味や意欲を喚起
　していく。

ケ　学部１・２年生対象の「学生自主研
　究制度」、３年生対象の「アドバンスト
　自主研究制度」を継続し、早い段階から
　研究に係わる機会を提供する。また、オ
　ープンキャンパス等において研究成果を
　発表する機会を設けるとともに、サイエ
　ンスインカレ等外部主催イベントへの参
　加を促し、研究への興味や意欲を喚起す
　る。

○ 「学生自主研究制度」及び「アドバンスト
自主研究制度」を継続し、早い段階から学
生が主体となり研究に取り組む機会を提供
することで、研究への興味・意欲を喚起し
た。
また、文部科学省が主催する「サイエンス
インカレ」への応募や、オープンキャンパ
スでのポスター発表など、研究成果の積極
的な発表を促した。

＜自主研究参加者数＞
・学生自主研究　　 　86ｸﾞﾙｰﾌﾟ、265名
・ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ自主研究 　3ｸﾞﾙｰﾌﾟ、　 4名

③ 単位の実質化 ③ 単位の実質化
ア　通年講義の設定、キャップ制の
　導入などにより、学生の充分な学
　習時間の確保を図る。

ア　28年度に導入したキャップ制につい
　て、趣旨の理解と定着を図るとともに、
　授業ごとの適正な学修時間の確保を促す
　ことで、単位の実質化を図る。

○ 新入生オリエンテーションにおいて、授業
単位当たりに必要な学修時間や、キャップ
制の内容と導入趣旨を説明・周知したほ
か、学部２年生に対しては履修登録や履修
確認の際に適正な学修時間を確保するよう
に履修指導を行った。

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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自己評価

イ　シラバスについて、各科目の到
　達目標や授業概要・授業計画、成
　績評価方法・基準を詳述するとと
　もに、自主学習、準備学習の内容
　や時間を具体的に指示する。

イ　シラバスの「授業時間外学修の指示」
　欄の内容を充実させ、学生が主体的・計
　画的な学修に取り組むよう促す。

○ シラバスに事前・事後学修の具体的な内容
を記載するよう、ＦＤ専門部会から授業担
当教員に指導を行った。また、新入生オリ
エンテーションでシラバスの見方や活用方
法等の説明を行い、学生の主体的・計画的
な学修を促した。

④ 教育方法の改善 ④ 教育方法の改善
ア　ガイダンスの充実とオフィスア
　ワーの機能向上・活用促進によ
　り、学習支援、履修指導を改善す
　る。

ア　新入生オリエンテーションを活用し、
　キャップ制やＧＰＡ制度などを含む履修
　指導を徹底するとともに、オフィスア
　ワーの意義や活用方法なども積極的に
　ＰＲするなど、学習支援の充実を図る。

○ 新入生オリエンテーションの中で、キャッ
プ制やＧＰＡ制度の内容について説明する
とともに、オフィスアワーの意義や活用方
法についても周知した。また、学生からの
要望に応え、学外からも履修登録や成績の
確認ができるよう学務システムを改修し
た。

イ　学生が自己の目標達成度や理解
　度を確認し、学習計画の自己管理
　ができるよう学習ポートフォリオ
　を導入する。

イ　28年度に導入した新たな学習ポート
　フォリオを活用し、学生の学習目標や学
　習計画の自己管理をサポートする。

○ 教育支援システムを活用して学習ポート
フォリオを運用し、学生の学習目標や学習
計画の自己管理をサポートした。

ウ　学生の学習成果を明確にするた
　めの評価方法を開発する。

ウ　28年度に導入した新たな学習ポート
　フォリオを活用し、学生各自の学習成果
　のチェックができる評価方法を確立す
　る。

○ 学生の学習成果を明確にするため、大学Ｉ
Ｒコンソーシアムが実施する学生調査と、
河合塾が提供するジェネリックスキル測定
テスト「ＰＲＯＧ」を利用する評価方法の
採用を決定し、30年度から本格導入するこ
ととした。また、教育支援システム
「manaba course」のポートフォリオ機能を
利用し、個々の学生が設定した目標に対す
る学習の達成度合いをグラフ化するシステ
ムを構築した。

エ　教員の教育指導方法・授業内容
　を向上させ、本学の教育力を強化
　するため、ＦＤ（ファカルティ・
　ディベロップメント）の実施を積
　極的に推進する。学生の授業アン
　ケート、専門員による授業評価、
　授業参観などを組織的に実施し、
　教育成果の測定と教育方法の改善
　に活用していく。

エ　教員相互の授業参観や学生による授業
　アンケートを継続するとともに、28年度
　から実施している新たな教員授業評価を
　完了し、その結果を各教員にフィード
　バックする。また、ＦＤ専門部会による
　講演会や勉強会を継続し、教員の教育力
　向上を図る。

○ 教員授業評価を継続し、計93名の教員の授
業評価を実施した。
また、ＦＤ専門部会が学生の授業アンケー
トを前期・後期に分けて実施し、個々の調
査票及び集計結果を各授業担当教員に通知
して授業改善に役立てた。

＜前期アンケート実施状況＞
・29年度前期、両学部計296科目
・回答数：12,708枚（回答率91.2％）
＜後期アンケート実施状況＞
・29年度後期、両学部計272科目
・回答数：9,425枚（回答率87.9％）

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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自己評価

⑤ 学科再編に向けた取組の推進
　産業構造の変化に対応し、地域が
必要とする専門人材を育成するた
め、システム科学技術学部において
学科再編に向けた取組を進める。

⑤ 学科再編に向けた取組の推進
　システム科学技術学部の学科再編につい
て、再編後の各学科の教育方針やカリキュ
ラム等の検討結果をまとめるとともに、文
部科学省への学科新設の届出を行う。ま
た、学科再編の内容について、県内外の高
等学校等に広く周知する。

○ 　システム科学技術学部に30年４月から新
学科を設置するため、10月に新学科の設置
に伴う学則変更を文部科学省に届出した。
　また、新学科については、パンフレット
や本学ホームページの特設サイトにより広
く周知したほか、教職員が県内高等学校を
訪問して個別に説明を行った。

自己評価

① ①

ア　体系的な大学院教育を行うた
　め、修得する能力、修了後のキャ
　リアパスに対応した履修コース
　（科目群）を提供する。

ア　修得する能力やキャリアパスに対応し
 た履修モデルを明示し、体系的な大学院
 教育を行う。

○ 　両研究科においてキャリアパスに対応し
た履修コース（履修モデル）を設定し、体
系的な教育プログラムを学生に提供した。

イ　研究指導、学位論文作成指導、
　学習支援における教員の連携・協
　力体制を強化する。

イ　研究指導計画書の記載内容に基づき適
　正な指導がされているか検証する体制の
　整備を進める。

○ 研究指導計画に基づき、研究グループ毎に
主指導教員と他の教員が連携し、研究や
ディスカッション、プレゼンテーションな
どの指導を行った。

ウ　教員のＦＤ研修や研究指導方法
　のピア・レビューを実施し、大学
　院における教育・研究指導能力の
　向上を図る。

ウ　学内でのＦＤ研修や研究指導方法のピ
　ア・レビューを実施し、大学院における
　教育・研究指導能力の向上を図るととも
　に、他大学での研修会やＦＤ関連セミ
　ナーに教職員を積極的に派遣する。

○ 両学部・研究科のＦＤ専門部会が中心とな
り、学内講演会や勉強会を開催するなど指
導教員の教育・研究指導能力の向上に取り
組んだ。また、他大学での研修会やＦＤ関
連セミナーに延べ20名の教職員を派遣し
た。

エ　ＴＡ制度（ティーチング・アシ
　スタント）、ＲＡ制度（リサー
　チ・アシスタント）を積極的に活
　用し、きめ細かな研究指導を行
　う。

エ　学生の知識・技能向上を図るため、教
　育補助員（ＴＡ）制度と研究補助員
　（ＲＡ）制度を積極的に活用する。

○ ＴＡ制度及びＲＡ制度を積極的に活用し、
きめ細かな研究指導を行うとともに、大学
院生が学内でＴＡとして働ける環境づくり
に努めた。

＜システム科学技術研究科＞
　ＴＡ：前期58名、後期41名、ＲＡ：8名
＜生物資源科学研究科＞
　ＴＡ：前期25名、後期26名、ＲＡ：3名

履修コース制の導入、研究指導体制の強
化

中　期　計　画　の　項　目

Ａ

年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（２）大学院教育

履修コース制の導入、研究指導体制の強化

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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自己評価

オ　秋田大学との共同教育課程を実
　施する「システム科学技術研究科
　共同ライフサイクルデザイン工学
　専攻」において、グリーンイノ
　ベーションや循環型社会形成のた
　めの新たな人材養成に取り組む。

オ　システム科学技術研究科共同ライフサ
　イクルデザイン工学専攻において、グリ
　ーンイノベーションや循環型社会形成に
　向けた新たな人材養成に取り組む。

○ 29年度は秋田大学13名、本学６名の計19名
が「システム科学技術研究科共同ライフサ
イクルデザイン工学専攻」課程を修了し
た。修了生の就職率は100％となり、産業社
会が直面している環境問題を解決するため
の知識・スキルを持ち、循環型の社会形成
に寄与することができる人材を社会に輩出
した。

② 博士後期課程の改革 ② 博士後期課程の改革
ア　専門的知識と優れた探求心、コ
　ミュニケーション能力、国際性な
　ど、高度技術研究者として求めら
　れる基本的素養を身に付けさせ、
　博士号取得に導くため、一貫的・
　体系的教育カリキュラムを編成す
　る。

ア　高度技術研究者として求められる基本
　的要素を身に付けるために、幅広い教育
　プログラム（中間発表会、特別セミナ
　ー、学外での研究研修制度等）を実施す
　る。

○ 生物資源科学研究科博士後期課程におい
て、これまで実施していた中間発表会や特
別セミナーに加え、29年度より学外での研
究研修の充実を目的として「博士後期課程
特別研修」を開講し、教育カリキュラムの
充実を図った。

イ　産業界等との連携による教育プ
　ログラムの実施、インターンシッ
　プの実施など、人材養成における
　学外との連携を強化し、博士後期
　課程修了生の多様なキャリアパス
　の開拓を図る。

イ　産業界から講師を招いて博士後期課程
　の学生を対象としたセミナーを開催する
　など、教育プログラムにおける学外との
　連携強化を図る。

○ システム科学技術研究科の「ベンチャー企
業論」や、生物資源科学研究科の「博士後
期課程セミナー」などにおいて、企業から
講師を招いた講義を行うなど、産業界との
連携による教育プログラムを実施した。

ウ　社会人へのリカレント教育に取
　り組むとともに、社会人が有する
　経験や知識を研究指導に活用す
　る。また、一定の研究実績や能力
　を有する社会人を対象とした短期
　在学コースを創設する。

ウ　社会人を対象とした短期在学コースの
　創設に向けた準備を進める。

○ 32年度からの入学者の受け入れに向け、短
期在学コースの創設について学内からの意
見集約を進め、詳細な制度設計の検討を進
めた。

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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自己評価

① 教育改革・支援センターの設置 ① 教育改革・支援センターの設置
ア　教育改革・支援センター会議を定期的
　に開催し、全学的な教育改革の中心機関
　として機能させるとともに、教育改革に
　ついての理解を深めるため、担当教職員
　を積極的に学外研修に派遣する。

○ 教育改革・支援センター会議において、授
業科目ごとの到達目標の設定及び成績評価
について検証するとともに、成績分布に偏
りがある教員への対応策について検討を
行った。
また、教育改革関連の学外セミナーや学外
研修に９名の教職員が参加した。

イ　教育課程編成・実施方針及び学
　位授与・卒業認定方針と整合した
　教育課程が実施され、教育目標に
　沿った教育成果が上がっているか
　定期的に検証し、その結果を教育
　課程や教育内容・方法の改善に結
　びつける。

イ　教育改革・支援センターが中心となっ
　て教育内容・方法の改善・提案を進め
　る。また、カリキュラムポリシー及び
　ディプロマポリシーと整合した教育課程
　が実施されているか検証する。

○ 教育改革・支援センター会議において、教
育内容・方法の改善を検討し、成績評価の
方法（段階評価の区分）の改正案を作成し
た。
また、システム科学技術学部の新設３学科
について、教育課程編成・実施方針（カリ
キュラム・ポリシー）及び学位授与方針
（ディプロマ・ポリシー）と実際のカリ
キュラムが整合しているか検証を行った。

年　度　計　画　の　項　目

（３）検討体制の整備

年　度　計　画　に　係　る　実　績

ア　本学や他大学の教育関連情報の収
　集分析、教育内容・教育方法の改
　善、学部・学科・専攻の見直しなど
　を行う「教育改革・支援センター」
　を設置して、教育改革に向けた取組
　を強化する。

Ａ

中　期　計　画　の　項　目
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自己評価

自己評価

① 学生支援センターの設置 ① 学生支援センターの設置
ア　学生が抱える様々な問題（進
　路、ハラスメント、対人関係、経
　済的問題等）に適切に対処するた
　めの総合窓口として「学生支援セ
　ンター」を設置して、学生の満足
　度を向上させる。

ア　学生支援センターにおいて担当教員、
　事務局、学生相談室及び保健室等が状況
　に応じた情報共有、機能分担を図り、各
　窓口が連携した一体的な学生支援に取り
　組む。また、教職員を対象に学生対応に
　係わる研修会を系統的に開催し、学生支
　援への意識付けと学生対応スキルの向上
　を図る。

○ 学生対応の各担当者が情報や課題を共有
し、都度、対応方法を協議するなど、学生
支援センターにおいて一体的な学生支援に
取り組んだ。また、学生対応に関する教職
員向けの系統的な研修会を開催し、学生対
応についての意識向上と対応スキルの向上
を図った。

イ　就職支援、学習相談、生活相談
　等各担当部門及び教員組織と連
　携・協力するとともに、学生支援
　のあり方について調査、提言す
　る。

イ　学長と学生との懇談会を実施し、学生
　支援に関する学生からの意見や要望を把
　握する機会を設ける。また、卒業予定者
　を対象に教育課程・学生生活・就職支援
　等の幅広い側面から満足度を測るアンケ
　ートを実施し、集約・分析した結果を学
　生支援活動に活用する。

○ 学長と学生の懇談会を年４回（本荘及び秋
田キャンパス各２回）実施し、様々なテー
マに関する学生の意見や、大学に対する要
望を把握する機会を設け、学生サービスの
向上に繋がる要望については、随時対応を
検討した。
また、卒業者を対象に、在学中に感じた意
見・要望等を把握する目的で、ポートフォ
リオシステムを利用した学生満足度アン
ケートを実施した。

＜学生満足度アンケート実施状況＞
・30年3月、学部卒業生を対象に実施
・回答者数：154名（回答率 40.7％）

ウ　地域交流やボランティア活動の
　紹介、部活動やサークル・同好会
　の支援など、学生の課外活動を促
　進する。また、学生に対して事故
　防止や危機管理に関する研修等を
　実施し、自己管理を喚起する。

ウ　学生の主体的な課外活動を運営・財政
　の両面から支援し、主体性の向上と社会
　性の涵養を促進するとともに、キャンパ
　ス間の垣根を越えたイベントを実施し、
　全学的な学生の交流を支援する。また、
　防犯講習会や安全運転講習会を実施し、
　日常生活における自己管理を喚起する。

○ 学生主体の地域との交流活動に対して運
営・財政の両面から支援を行い、学生の主
体性・社会性を向上させる仕掛けづくりを
行った。また、全学的なイベントの企画・
実施により、キャンパス・学部間の学生交
流を支援した。（22事業に延べ862名の学生
が参加し、活動費 計212万円を支援。）
学生生活における自己管理意識を喚起する
ため、防犯や安全運転に関する講習を外部
から専門家を招いて実施した。

年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

Ⅰ　教育に関する目標を達成するための措置

Ａ

３　学生支援の強化

（１）学生支援

Ａ

中　期　計　画　の　項　目
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自己評価

② 中途退学者や休学者・留年者の減
少・防止を図るため、入学後の基礎
学力向上対策や学習指導に一層力を
入れるとともに、理由を調査・分析
し、学生の悩みや問題に早期に対処
する。

 ② 学年担当教員がセメスターごとに面談を行
い、学修の進捗状況や生活面での問題等を
定期的に把握し、学生相談室と連携しなが
ら、サインを発する学生の早期発見を図
る。また、退学等の要因を調査・分析し、
減少・防止に向けた具体的な対応策を引き
続き検討する。

○ 退学等の要因を調査・分析し、現状を認識
するとともに、今後の学習支援や学生対応
等の検討材料とした。
また、学年担当教員や研究室指導教員が学
生一人ひとりと定期的に面談を行い、問題
の早期発見と適切な対応に努めるととも
に、状況に応じて学生相談室等との緊密な
連携を図った。

③ 経済的負担軽減制度の拡充 ③ 経済的負担軽減制度の拡充
ア　経済的に困難な学生の修学を支
　援するため、授業料減免を拡充す
　る。また、成績優秀者に対する学
　業奨励を目的として特待生制度を
　継続する。

ア　経済的事情等により修学が困難な学生
　に対する支援として、授業料減免を継続
　する。また、優秀な学部新入生の確保と
　学部在学生の学修意欲喚起を図るため、
　充実した入学生特待生制度と在学生特待
　生制度を引き続き実施する。

○ 経済的事情等により修学が困難な学生に対
する負担軽減策として、授業料減免制度を
引き続き実施し、所定の基準を満たした前
期129名、後期140名に対して授業料の一部
又は全額の計3,268万円を減免し、経済面で
修学を支援した。
また、特待生制度では、入学生と在学生
（大学院生を含む。）の計82名を認定し、
学生の学修意欲の向上を図った。

イ　県内出身入学生に対する奨学金
　給付制度と金融機関からの教育資
　金の借入れに対する利子補給金給
　付制度を継続する。

イ　「秋田県立大学10周年記念奨学金」を
　継続し、県内出身学生の修学を支援す
　る。また、教育ローン利子補給金制度を
　継続し、学生又は学資負担者の学資金の
　借入れ返済に係る負担軽減を図る。

○ 県内出身学生への経済面の修学支援として
「10周年記念奨学金」を継続し、所定の基
準を満たした８名に対し計160万円を給付し
た。
また、学資借入れに係る負担軽減策として
教育ローン利子補給金制度を引き続き実施
し、21名に対し計93万円を給付した。

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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自己評価

① キャリア教育センターの設置 ① キャリア教育センターの設置
ア　本学のキャリア教育を総合的に
　企画・推進する「キャリア教育セ
　ンター」を設置して、学生の就業
　力育成と自立心の涵養に向けた取
　組を強化する。

ア　キャリア教育センターと学部・研究科
　が連携し、キャリア教育プログラムを引
　き続き実施する。また、就職の斡旋等に
　とどまらず、進学を含むキャリア形成の
　全般を支援するとともに、県内企業の魅
　力を多くの学生に知ってもらうための取
　組を強化する。

○ キャリア教育センターと学部・研究科が連
携し、「演劇スキルを取り入れたコミュニ
ケーション講座」を実施した。また、学生
に県内企業の魅力を知ってもらうための取
組として県内企業を対象とした企業面談会
を開催し、延べ39社が参加した。

イ　「教育改革・支援センター」、
　「学生支援センター」及び教職員
　との緊密な連携体制を構築し、学
　生が自己の適性や人生設計を考
　え、円滑に職業生活へ移行できる
　よう支援を強化する。

イ　教育改革・支援センター、学生支援セ
　ンター及び教職員と連携した進路支援に
　努める。また、学部１・２年生に対して
　適性や社会人基礎力等の把握テストを実
　施し、早期からの進路検討に活用する。
　さらに、学部３・４年生を対象に学外機
　関と連携したセミナーを開催し、社会人
　への移行を支援する。

○ 教育改革・支援センター等と連携し、「地
（知）の拠点大学による地方創生事業（Ｃ
ＯＣ＋）」においてジョブシャドウイング
を継続した。29年度は県内20事業所におい
て、現場で働く従業員の様子や施設の見学
を実施し、参加した１・２年生延べ107名に
対して進路を考える契機を提供した。
また、１年生390名が「社会人基礎力診
断」、２年生343名が「スチューデントＥ
Ｑ」を受診し、受診後に社会人として必要
な能力を高めるための心がけや、目標設定
のための感情のコントロールなどについて
解説講義を行った。さらに、社会人への移
行をサポートするため４年生を対象に「労
働法セミナー」を開催した。

ウ　キャリア教育関連科目の整備、
　コミュニケーション能力開発等教
　育方法の改善を行う。

ウ　キャリア関連科目講座である「現代の
　働く環境」「コミュニケーション入門」
　において、多様なグループワークの導入
　や、思考を促す課題の設定により、社会
　人に求められる積極性や課題解決能力の
　向上を図る。

○ 低年次キャリア教育の充実に向け、次の
キャリア教育関連科目の工夫を継続した。

＜現代の働く環境＞
企業に関する本を読み、自らの仕事観につ
いて考える課題を複数回課したほか、社会
人へのインタビュー課題を課した。

＜コミュニケーション入門＞
講義毎に席を指定し、親交のない学生同士
の接点としたほか、グループワーク等を設
け、コミュニケーションの苦手意識の軽減
に努めた。また、“コミュニケーションす
る意味”を意識させ、長期的な視点でのコ
ミュニケーションの必要性、メリットにつ
いて理解を促した。

Ａ

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（２）キャリア教育・就職支援
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自己評価

エ　学生が自己の能力を的確に把握
　し、キャリア形成と進路決定に至
　るようキャリアポートフォリオを
　導入する。

エ　学生がキャリアポートフォリオを自主
　的に運用できるよう、低年次学生が受講
　する授業やガイダンスにおいて指導を行
　う。さらに、学部３年生向けのキャリア
　ガイダンスにおいても、自己のキャリア
　形成と進路決定にキャリアポートフォリ
　オを活用できるよう、重ねて指導する。

○ 学部１、２年生に対し、必修科目やキャリ
アガイダンスの中でキャリアポートフォリ
オの運用について指導を行った。また、学
部３年生に対しては適性検査等の結果を踏
まえ、定期的な目標設定と振返りを継続
し、キャリア形成及び進路決定を支援し
た。

② 就職支援の強化 ② 就職支援の強化
ア　秋田・本荘キャンパスに加え、
　大潟キャンパスに常勤のキャリア
　カウンセラーを配置し、就職情報
　提供機能と就職相談機能を強化す
　る。

ア　学生の相談件数や相談内容等の状況を
　考慮し、適宜、秋田キャンパスの常勤
　キャリアカウンセラーを大潟キャンパス
　キャリア情報室に配置することにより、
　３キャンパスにおいて採用選考スケジュ
　ールの変更にも柔軟に対応した就職支援
　を行う。また、学生対応スキルの向上に
　むけ、学外研修やセミナーに関係職員を
　積極的に派遣する。

○ 企業の採用選考スケジュールや学生の活動
状況を考慮し、３名の常勤キャリアカウン
セラーを柔軟に配置することで本荘・秋
田・大潟の３キャンパスに在籍する学生の
就職活動を支援した。また、キャリア支援
チームの職員を学外セミナー等に派遣し学
生対応スキルの向上を図った。

イ　県内外の企業と本学の学生が直
　接接触できる企業就職面談会を継
　続する。学生ＰＲと求人情報の収
　集のため、企業訪問を強化する。

イ　学修分野に関連する県内外の企業と学
　生が対面する企業面談会を引き続き実施
　する。企業面談会には役員や教員も参加
　し、学生のＰＲや企業との情報交換の場
　とする。さらに、学生が希望する業界の
　企業訪問、求人開拓を継続する。

○ 31年３月卒業者向け企業面談会を３月６日
に開催し、63社（うち県内企業６社）と学
生307名が参加した。また、29年度の企業訪
問数は451社で、このうち新規訪問は223社
であった。

ウ　県内企業や地域事業所への就職
　を希望する学生に配慮した就職ガ
　イダンスを行うとともに、県や連
　携協定を締結している市町村、企
　業の協力を得ながら、県内への人
　材供給に努める。

ウ　県内企業等に対して、本学が主催する
　企業面談会への参加や、本学内での会社
　説明会等の開催を勧誘し、県内就職を希
　望する学生とのマッチングの機会とす
　る。また、県内企業等からの求人確保に
　向け、地（知）の拠点大学による地方創
　生推進事業（ＣＯＣ＋）において関連機
　関と連携するほか、企業面談会の他大学
　生への開放を継続する。

○ 県内企業等への就職をサポートするため、
キャリアガイダンスを各学部24回以上開催
したほか、夏期休業期間には筆記試験対策
等の集中講義を開催した。
また、地（知）の拠点大学による地方創生
推進事業（ＣＯＣ＋）において協議会等の
場を通じて関連機関と意見交換を行った。
さらに、本学が開催する企業面談会を県内
他大学の学生にも案内するなど、県内企業
等に関する情報の収集と提供を積極的に
行った。

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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自己評価

エ　長期インターンシップや公務員
　試験等各種資格試験対策セミナー
　を実施する。

エ　大学が仲介するインターンシップや、
　公務員ガイダンス及び筆記試験対策講座
　の実施を継続する。また、学生自ら実習
　先を探して応募するインターンシップの
　情報提供を積極的に実施するなど、多様
　化する企業の採用選考への対応に努め
　る。

○ インターンシップには127事業所、延べ188
名が参加した。
また、公務員試験対策として公務員ガイダ
ンスを４回、筆記対策講座を２回、公務模
試を４回実施し、29年度は９名を公務員と
して社会に送り出した。

オ　就職先未決定の卒業生に対し
　て、一定期間就職活動を支援す
　る。また、離職者の就職相談に応
　じ情報提供などの支援をする。

オ　就職先未決定の卒業生に対し、一定期
　間個別に就職活動を支援する。また、卒
　業後３年以内に離職した卒業生からの就
　職相談に応じ、就職情報の提供などの支
　援を行う。

○ 進路未定で卒業する学生には、卒業後の居
住地域の公的機関や専門学校等を紹介する
とともに、卒業後も相談に応じることを案
内した。
29年度は卒業生から10件の就職相談があ
り、情報提供やアドバイス等を行った。

☆数値目標
・進路決定率［（就職先内定者数＋
大学院等進学者数）／卒業生数］：
100％

☆数値目標
・進路決定率［（就職先内定者数＋大学院
等進学者数）／卒業生数］：100％

☆実績
・進路決定率［(就職先内定者数281名＋大
学院等進学者数84名+専門学校等2名)／卒業
生数372名］：98.7％

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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自己評価

自己評価

①  ① 学長プロジェクトや産学連携推進事業など
の学内研究支援制度を効果的に活用し、先
端的・独創的研究や特色ある研究の推進を
図る。

○ 先端的・独創的研究や特色ある研究を推進
するため、学内研究支援制度を活用し計80
の研究テーマに対して研究費の配分を行っ
た。

＜学長プロジェクト研究　45テーマ＞
・創造的研究　　　　 　　　 14テーマ
・科研費チャレンジ研究　　  16テーマ
・新任教員ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ支援研究  12テーマ
・重点プロジェクト研究　　   3テーマ

＜産学連携推進事業　35テーマ＞
・産学連携・共同研究　　　  21テーマ
・部局提案型研究(部局推進)  11テーマ
・部局提案型研究(部局横断)　 3テーマ

②  ② 異なる分野・キャンパス間の連携を推進す
るため、相互の交流が加速するような研究
成果発表会を開催する。

○ ６月５日に由利本荘市文化交流館カダーレ
において「共同研究のタネはどこに」を
テーマに第４回部局間研究交流フォーラム
を開催し、本学教職員のほか、秋田県、県
内公設試験研究機関及び企業関係者等184名
が参加した。フォーラムでは重点プロジェ
クト研究３課題、部局長推薦による研究４
課題の研究内容を発表するなど、異なる分
野・キャンパス間の交流を促進した。

③  ③ 産業界や地域社会のニーズにマッチした研
究テーマや国際的に通用する研究領域を絞
り込み、研究成果をあげる上で最も有効な
体制を検討するとともに、産学官連携の研
究プロジェクトの検討・企画を行う。

○ 国際的に通用する研究への発展を目指す
「重点プロジェクト研究」では、３件の研
究課題への支援を行った。
また、３月に県農林水産関係の公設試験研
究機関、県食品総合研究センター及び本学
で組織する「研究推進協議会」の主催によ
り「農工連携による新たな周年農業の可能
性」をテーマとし、連携推進研究会を開催
した。

④ 本荘及び秋田キャンパスに設置したオープ
ンラボスペースの柔軟な運用等により、プ
ロジェクト的な研究を進める研究者グルー
プが活動しやすい環境を整備し、研究の推
進を図る。

○ 本荘・秋田両キャンパスにおいて、学外研
究者等と本学教員が共同研究活動推進のた
めオープンラボスペースを活用した。
・本荘キャンパス使用状況
　（学内教員２名、学外研究者等６名）
・秋田キャンパス使用状況
　（学内教員５名、学外研究者等７名）

年　度　計　画　に　係　る　実　績年　度　計　画　の　項　目

工学系と農学系の学部・学科構成、ま
た、国内唯一の「木材・木質材料」の研
究機関である木材高度加工研究所とバイ
オテクノロジー研究の拠点であるバイオ
テクノロジーセンターをもつ本学の特性
を生かしながら、大講座制における柔軟
な研究グループの編成により、特色ある
研究テーマに取り組む。

産業界や地域社会のニーズにマッチした
研究テーマや国際的に通用する研究領域
を絞り込み、研究成果を上げる上で最も
有効な体制を構築し、産学官民連携の研
究プロジェクトを企画・実施する。

Ⅱ　研究に関する目標を達成するための措置

Ａ１　先端的・独創的研究や特色ある研究の推進

中　期　計　画　の　項　目

蓄積してきた研究資源や成果を活用し、
重点的に推進する研究分野と課題を定
め、先端的・独創的研究の確立を目指
す。

Ａ
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自己評価

自己評価

① ① 学長プロジェクト及び産学連携事業等の学
内研究費については、研究実績を考慮して
課題選定を行う。また、特色ある研究の推
進のためのプロジェクト実施に対応できる
弾力的機動的な予算編成を実施し、財源を
集中的に投入するとともに、学長が定める
重点分野の研究を支援する。

○ 学長プロジェクト研究及び産学連携推進事
業の審査は、研究実績を考慮し、課題選定
を行った。
「重点プロジェクト研究」の継続課題３件
に対して予算を重点的に配分したほか、外
部研究資金獲得のための呼び水として、科
研費チャレンジ研究、創造的研究、新任教
員スタートアップ支援研究などの学内研究
支援制度により計80の研究テーマを支援し
た。

② ② 各種研究助成金や競争的研究資金の獲得強
化のため、より効果的な申請書の作成に向
けた応募・申請方法に関する説明会等を開
催するとともに、本学退職教員等に申請書
の添削を依頼する「科研費申請アドバイス
事業」を実施する。

○ 科学研究費助成事業の応募・申請方法に関
する説明会等を開催するとともに、本学名
誉教授等による「科研費申請アドバイス事
業」を実施し、14名の教員を支援した。

・外部講師による科研費説明会兼申請書
　セミナー開催
　（参加人数秋田Ｃ46名、本荘Ｃ40名）
・科研費新規採択者向けセミナー開催
　（参加人数31名）

③ ③ 若手研究者に対する研究費を確保し、研究
活動を奨励・支援する。

○ 若手研究者への支援を目的とした学内研究
支援制度「創造的研究（助教・特任助教
枠）」では４件を採択したほか、若手を含
む新任教員への支援を目的とした「新任教
員スタートアップ支援研究」では12件を採
択し、研究活動の支援を行った。

④ ④ 特任助教や競争的研究資金による研究員等
の採用に努め、研究推進体制を整備する。
また、学生や研究員等を研究プロジェクト
に参加させ、実践的教育研究の推進に結び
付ける。

○ 研究推進体制を強化するため、特任助教14
名、博士研究員１名、プロジェクト研究員
２名を受け入れた。また、ＲＡとして11名
の学生を研究プロジェクトに参加させ、高
度な研究に触れる機会を提供し、実践的教
育研究を実施した。

流動研究員や競争的研究資金による研究
員等の採用に努め、研究推進体制を整備
する。また、学生や研究員等を研究プロ
ジェクトに参加させ、実践的教育研究の
推進に結びつける。

年　度　計　画　に　係　る　実　績

各種研究助成金や競争的研究資金の獲得
強化のため、応募・申請方法に係る研修
や講習会を開催し、採択率の向上を図
る。

若手研究者に対する研究費を確保し、研
究活動を奨励・支援する。

学長プロジェクト及び産学連携事業等学
内研究費について、研究実績の評価を反
映するよう見直す。また、特色ある研究
の推進のためのプロジェクト実施に対応
して、弾力的・機動的な予算編成を行
い、財源を集中的に投入する。

Ⅱ　研究に関する目標を達成するための措置

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目

２　研究費の確保と研究体制の整備 Ａ

24



自己評価

自己評価

① 産学官連携コーディネート機能の強化 ① 産学官連携コーディネート機能の強化
ア　「地域連携・研究推進セン
　ター」を中心とする産学官連携
　コーディネート機能を強化するた
　め、研修実施や外部との交流促進
　によりコーディネーターの連携や
　スキルアップを図る。

　各種団体等が開催する研修会等へ積極的
に参加し、情報入手に努めるとともに、職
員のスキルアップを図る。また、秋田産学
官ネットワークを基盤として、研究シーズ
を周知し、企業等のニーズを把握する。

○ コーディネーター等の担当職員が、科学技
術振興機構（ＪＳＴ）主催の目利き人材育
成研修や特許庁主催の特許情報説明会等に
参加したほか、首都圏で各種団体が主催す
る研修会や講演会などに参加し、スキル
アップを図った。

イ　「秋田産学官ネットワーク」に
　積極的に参加するとともに、研究
　会活動や「産学連携コーディネー
　ター会議」等への参加を通じて、
　研究シーズを周知し、企業等の
　ニーズを把握する。

○ 秋田産学官ネットワーク運営委員会の幹事
として、ネットワーク運営に関与した。
「産学官交流プラザ」（５回開催）では、
研究者発表３件、研究ポスター展示３件を
行い、県内企業等との交流により企業ニー
ズの把握に努めた。
また、「産学官連携コーディネータ会議」
（３回開催）にコーディネーターが参加
し、県内各機関との情報共有と連携強化を
図った。

② 県内企業等との交流を促進し、新技
術の開発や課題解決を目的とした受
託研究、共同研究、技術相談等を推
進する。また、研究成果の実用化、
新事業創出を支援する。

② 秋田産学官ネットワークの機関会員とし
て、他機関（商工団体、企業団体、大学･高
専等）との連携・交流を促進するととも
に、新技術の開発や課題解決を目的とした
受託研究、共同研究、技術相談などを推進
する。また、連携協定を締結している自治
体等との情報交換を密にし、地域課題解決
等に向けて協働する。

○ 秋田産学官ネットワークの機関会員とし
て、「産学官交流プラザ」に参加し他機関
との連携・交流を促進したほか、連携協力
協定締結自治体とは政策課題の解決に向
け、連携した取組を継続した。
　また、炭素繊維強化樹脂複合材の革新的
な低コスト製造技術等の確立を目指し、秋
田大学及び県内企業と「秋田複合材新成形
法技術研究組合」を設立するなど、企業等
との共同研究の推進を図った。

・29年度受託研究受入件数
　　　　　　　　：60件(うち県内20件)
・29年度共同研究受入件数
　　　　　　　　：85件(うち県内41件)
・29年度技術相談件数
　　　　　  　　： 190件

Ⅲ　地域貢献に関する目標を達成するための措置

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（１）産業振興への寄与

１　県内産業の競争力強化に向けた支援　

Ａ

Ａ

Ａ
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自己評価

③ 県内の高等教育機関及び公設試験研
究機関との共同研究や研究成果発表
会等、連携事業を推進する。

③ 「秋田県立大学・秋田県農林水産関係公設
試験場・秋田県総合食品研究センター連携
研究推進フォーラム」や秋田産学官ネット
ワーク主催「秋田県産学官連携交流プラ
ザ」など、県内の高等教育機関及び公設試
験研究機関との研究成果発表会や共同研究
等の連携事業を推進する。

○ 「秋田県立大学・県農林水産関係公設試験
場・県総合食品研究センター研究推進協議
会」を通じて各機関との連携強化を図り、
共同研究や情報交換を積極的に推進した。
また、本学が実行委員会事務局となり「あ
きた産学官連携フォーラム2017」（11月29
日）を開催した。
このほか、あきた産学官共同研究拠点セン
ター・ＪＳＴ新技術説明会(11月14日）にお
いて研究成果発表を行った。

☆数値目標
・受託研究及び共同研究受入件数：
　年間100件以上

☆数値目標
・受託研究及び共同研究受入件数：
　年間100件以上

☆実績
・受託研究及び共同研究受入件数：145件

自己評価

① 研修会、セミナー等を通じて知的財
産の創造意欲の啓発や知的人材の育
成を図る。

① 工業所有権情報・研修館等の外部機関によ
る研修会や学内外の知財セミナーなどを通
じて、知的財産の創造意欲の啓発や知的人
材の育成を図る。

○ 教職員やコーディネーターを特許庁等主催
の特許情報説明会等に派遣したほか、他大
学が主催する知財関連セミナーに派遣する
など、人材の育成を図った。

② 知的財産ポリシーに基づき、知的財
産の保護・管理に努め、実施許諾や
譲渡による技術移転を推進する。

 ② 知的財産ポリシーに基づき、本学の知的財
産の保護・管理の充実に努め、実施許諾や
譲渡による技術移転を推進する。さらに、
知財活用の推進強化のため、引き続き知財
部門の体制について検討する。

○ 本学の知的財産の保護・管理のため、次の
とおり手続を進めた。
・特許出願 　   15件（前年度14件）
・出願審査請求　12件（　〃　 2件）
・特許登録　　 　5件（　〃　 4件）

知的財産の保護・管理において、費用対効
果のバランスを考慮し、特許維持判断に係
る学内指標を設定した。

☆数値目標
・技術移転件数：年間２件以上

☆数値目標
・技術移転件数：年間２件以上

☆実績
・技術移転件数：２件

Ａ

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（２）知的財産の創造と活用

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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自己評価

① 都市エリア事業等の研究成果を基盤
に、県、地元自治体及び財団法人秋
田県木材加工推進機構等関係団体と
の連携強化を図りながら、秋田スギ
材の新用途の開発、強度等性能保証
製材品生産技術の開発、森林資源活
用技術の開発・高機能性材料の開発
など、本県木材産業界の競争力強化
のための研究及び産業支援に取り組
む。また、企業訪問、技術相談、依
頼試験、人材育成など、多様な支援
を行う。

① 県、地元自治体、秋田県木材加工推進機構
（以下「機構」という。）及び木材産業連
合会が主催する本県木材産業界を対象とし
た研修会等に積極的に講師を派遣して人材
の育成を図る。また、機構や地元自治体と
の連絡調整会議を定期的に開催して意見交
換を行い、業界の競争力強化のための支援
策等を検討する。技術相談や依頼試験につ
いては引き続き柔軟に対応する。

○ 木材高度加工研究所が（公財）秋田県木材
加工推進機構（以下「機構」という。）と
地元自治体との情報交換や事業連絡を目的
として開催している連絡調整会議を、29年
度は10回開催し、業界における課題や今後
の展望等について意見交換をした。
29年度の技術相談は153件（直接相談92件、
機構経由61件）であり、そのうち県内関係
の事業所等からは94件であった。
また、県内企業等から機構に持ち込まれた
依頼試験は63件あり、このうち18件につい
ては本研究所の教員がアドバイザーとなり
助言等を行った。

② 県、地元自治体等の各種委員会への
参加、独自の公開講座・基礎講座の
開設、研究成果発表会の開催、高大
連携による高校生インターンシップ
の受入れなど、地域貢献を積極的に
推進する。

② 県、地元自治体等が設置する各種委員会に
おいて専門的立場から参加及び助言を行う
ほか、公開講座の開催や施設見学によって
地域の活性化への協力や還元を行う。ま
た、高大連携による高校生インターンシッ
プ等の受入れを実施する。

○ 能代市の「能代市林業木材産業振興検討委
員会委員」や県の「秋田県政策評価委員会
研究評価専門委員会専門委員」をはじめ、
自治体から30の委員の委嘱を受け、専門的
立場からの助言を行った。
また、公開講座や施設見学、高大連携につ
いては、次のとおり実施した。

＜公開講座＞
・木高研基礎講座(全４回)106名参加
・木高研応用講座(全３回) 27名参加
・木高研講演会　　 　 　161名参加

＜施設見学＞
・33団体、570名

＜高大連携＞
・能代工業高校ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ  ２年生 1名
・秋田北鷹高校ＳＳＨ 　  １年生27名
・高大連携授業　　　　　　　　　3名

Ａ（３）木材高度加工研究所

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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自己評価

① 研究や講義のサポート、研修の実
施、教員の外部資金応募への協力な
どを通じて、本学のバイオテクノロ
ジー研究及び教育の高度化と研究活
動の活性化を促進する。

 ① 次世代シーケンサー等先端機器の活用によ
り、より高度なバイオテクノロジー技術の
導入、応用開発を進め、それを学内外に波
及させる。研究や講義のサポート、研修の
実施、教員の外部資金応募への協力などを
通じて、本学のバイオテクノロジー研究及
び教育の高度化と研究活動の活性化を促進
する。また、大学等研究機関との共同研究
を積極的に進め、センターの研究活動の更
なる向上を図る。

○ バイオテクノロジーセンターを利用して得
られた解析結果をもとに受理された論文は
15報、学会発表は81件あり、本学のバイオ
テクノロジー研究の高度化と研究の活性化
に貢献した。教育面では、７件の講義・実
習に活用され、82名の学生が卒業・修士研
究に利用した。
また、学外からは55の研究機関等がセン
ターの受託解析を利用するなど、センター
の受託事業及び研究活動の活性化につな
がった。

② 県、自治体、企業及び大学等研究機
関からの受託解析や技術相談・研究
相談に応じるとともに、本県におけ
るバイオテクノロジー研究の拠点と
して、新技術の開発、共同研究の発
掘に努める。

 ② 県、自治体、企業及び大学等研究機関から
の受託解析や技術相談、研究相談に応じる
とともに、本県におけるバイオテクノロ
ジー研究の拠点として、新技術の開発、共
同研究の発掘に努める。また、バイオテク
ノロジー技術を応用し、県内の農林水産業
の発展・諸問題の解決に貢献できる技術を
提供する。

○

③ 優秀な教員や学生の獲得、分析需要
の拡大のため、積極的に広報活動を
行う。また、小・中・高校生の施設
見学や中・高等学校教員のリカレン
ト教育の実施に協力する。

 ③ 優秀な教員や学生の獲得、分析需要の拡大
のため、バイオテクノロジーセンターの体
制整備に取り組むとともに、積極的な広報
活動を行う。また、小・中・高校生に対す
る施設見学及び実験・実習、中・高等学校
教員に対するリカレント教育の実施に協力
する。

○ バイオテクノロジーセンターでは、嘱託職
員の計画的な採用により、技術の維持・向
上に努めるとともに、センターの専用ホー
ムページやパンフレットにより、センター
の業務内容等を学外に周知した。
また、教育機関への協力としては、秋田中
央高校のＳＳＨ事業において実施された
「お米のＤＮＡ鑑定」の実験実習に協力し
たほか、県教育委員会主催の将来設計ガイ
ダンスの講義において「イネばか苗病のＤ
ＮＡ鑑定」の実験実習を行った。

年　度　計　画　の　項　目

（４）バイオテクノロジーセンター

中　期　計　画　の　項　目

Ａ

年　度　計　画　に　係　る　実　績

県、自治体、企業から依頼された受託解析
等に応じ、本県のバイオテクノロジー研究
の拠点として積極的に活動した。
・秋田県
　　ツキノワグマＤＮＡ等分析
・県総合食品研究センター
　　食品関連微生物のＤＮＡｼｰｹﾝｽ解析
　　菌の同定解析
・県花き種苗センター
　　PCRによる種苗の病害ﾌﾘｰ苗の検定
・県果樹試験場
　　病原菌の分子同定
・県農業試験場
　　ｱｽﾊﾟﾗｶﾞｽの病原菌の分離・同定
・県畜産試験場
　　フラグメント解析
・県中央家畜保健衛生所
　　ＤＮＡｼｰｹﾝｽ解析

＜依頼のあった機関等＞
11大学、16研究機関、民間企業26社など(う
ち県内は、７研究機関、民間企業７社)
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自己評価

自己評価

① 連携協定を締結した県内自治体の政
策課題への協力や企業等からの依頼
による技術指導や研修等を通じて、
本県の地域振興・地域活性化に向け
た諸活動を積極的に支援する。

① 連携協定を締結した自治体の政策課題への
協力や、企業等からの依頼による技術指導
や研修等を通じて、本県の地域振興・地域
活性化に向けた諸活動を積極的に支援す
る。

○ 地域連携・研究推進センターのコーディ
ネーターや教員が企業等との面談や現地訪
問を行うなど、積極的に技術相談に応じ
た。
・29年度技術相談件数　 190件

農業に関する課題解決のための共同研究や
調査の実施等を目的として、9月に秋田県農
業法人協会と連携協定を締結し、29年度は
農業法人の経営分析や情報交換を実施し
た。
また、八郎湖水質改善、松くい虫被害対
策、菜の花循環型社会の形成などの官民一
体の活動では、本学教員が継続して主導的
な役割を果たした。

② 学外開放の研究スペースを設置し、
技術相談や情報提供などに柔軟に対
応する。

② 技術相談や情報提供などに柔軟に対応する
ため、秋田キャンパスの地域連携・研究推
進センター棟に設置した技術相談室や、本
荘及び秋田キャンパスにそれぞれ設置した
オープンラボスペースを活用する。

○ 本荘・秋田両キャンパスにおいて、学外研
究者等と本学教員が共同研究等のために
オープンラボスペースを活用した。
・本荘キャンパス使用状況
　（学内教員２名、学外研究者等６名）
・秋田キャンパス使用状況
　（学内教員５名、学外研究者等７名）

また、研究推進・地域連携センター棟の技
術相談室等を活用し、技術相談や情報提供
を行った。

Ⅲ　地域貢献に関する目標を達成するための措置

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

２　地域支援

（１）自治体、企業等との連携推進 Ａ

Ａ
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自己評価

① 県教育委員会等が主催する出張講義
や模擬実験等の高大連携事業に積極
的に協力するとともに、独自に高等
学校との連携を推進し、理数教育へ
の支援や教員の人事交流を実施す
る。

① 高大連携事業に積極的に取り組み、高等学
校の理科探究活動などを通じた本学と高等
学校との連携により、高校生への指導に加
え、高等学校教員との交流を深める。

○ 高等学校からの依頼を受け、出前講義や個
別進学説明会、模擬講義、キャンパス見学
会を実施した。また、秋田中央高校のＳＳ
Ｈ事業や、秋田南高校のＳＧＨ事業へ積極
的に関わり、研究指導や協働授業等の活動
を通じて高等学校教員との交流を深めた。

・出張講義、個別進学説明会等(高等学校へ
　出向いて実施)：52校（うち県内40校）
・模擬講義、キャンパス見学会等(本学に受
　け入れて実施)：34校(うち県内27校)
・高校生未来創造支援事業「将来設計ガイ
　ダンス」：高校生62名参加

② 小・中学校における理科教育事業や
教員の指導力向上のための研修会等
に講師を派遣する。

② 小・中学校における理科教育事業や教員の
指導力向上のための研修会等に講師を派遣
する。

○ 本学創造工房の主催・共催により、小・中
学校における理科教育充実に向けたイベン
トを積極的に実施した。
＜実施イベント＞
・菜の花まつり科学教室
・第10回夏休み科学教室「創造学習」
　13テーマ、参加者147名（小１～中３）
・第14回科学フェスティバル
・フェライト子ども科学館連携実験教室
・WRO Japan 2017

また、小・中学校の教員の指導力向上のた
め、ゆり支援学校（道川分校）の教員を対
象とした教具研修会や、にかほ市の小・中
学校の教員を対象とした理科教員実技研修
会を開催した。

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（２）学校教育への支援 Ａ
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自己評価

① 県民の学習意欲や知的好奇心に応
え、本学の教育研究活動とその成果
を分かりやすく発信するため、公開
講座、公開講演会、シンポジウム等
を開催する。

 ① 公開講座について、連携協定を締結してい
る市町村等で開催するとともに、より地域
に密着したテーマを提供する。また、著名
な講師を招いて公開講演会やシンポジウム
等を開催する。

○ 県民に学習機会を提供するため、地元市町
村と連携し、公開講座を開催した。また、
公開講演会は、ＨＥＲＯＺ株式会社リード
エンジニアで将棋プログラム「ポナンザ」
の作者である山本一成氏を招いて本学講堂
で開催した。

＜公開講座＞
 テーマ「秋田その未来－秋田の『イスナ』
 を育もう」
 (由利本荘市:11月3日、秋田市:12月16日)

＜公開講演会＞
 テーマ「人工知能はどのようにして
「名人」を超えたのか？」
（本学講堂:11月25日）

② 図書館、講堂、屋外運動施設など、
大学施設の利用方法を改善し、学生
教育に支障がない限り県民に開放す
る。

 ② 図書館、講堂、屋外運動施設などの利用に
ついて、学生教育に支障がない限り、広く
県民に開放する。

○ 講義室等の屋内施設及び陸上競技場等の屋
外施設については、講義やサークル活動等
の支障とならないよう調整を図りながら広
く県民に開放している。
29年度の使用許可件数は111件であった。
使用料については、財産管理規程による減
免措置等を講じる場合を除き、定められた
使用料を徴収した。

自己評価

自己評価

① 海外大学との大学間協定及び部局間
協定に基づき、学術交流や共同研究
を推進する。

① 海外大学との大学間協定及び部局間協定に
基づき、学術交流や共同研究を推進する。
また、国際交流室及び国際交流委員会を中
心に国際交流活動を推進する。

○ 全学的な国際交流事業推進の観点から、国
際交流室及び全学国際交流委員会が中心と
なり国際交流活動を計画、実施した。
・国際交流プログラム(派遣)　１件
・国際交流プログラム(受入)　４件
・語学研修プログラム(派遣)　３件

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（３）生涯学習への支援 Ａ

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

１　国際交流の推進

（１）研究者の交流と共同研究の推進 Ａ

Ⅳ　交流・連携に関する目標を達成するための措置 Ａ

Ａ
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自己評価

② 国際シンポジウム、ワークショップ
等を開催し、本学の研究成果を積極
的に世界に発信する。

② 国際シンポジウム、ワークショップ等の開
催を企画・検討し、本学の研究成果を積極
的に世界に発信することに繋げていく。

○ 国際交流プログラムを通じ、西南交通大学
（中国）や宜蘭大学（台湾）等の海外協定
校と教員及び学生の研究交流を図り、相互
の大学における研究成果等について情報交
換を行った。

自己評価

① 海外研修事業や支援制度を充実し、
留学先大学の状況など、情報提供体
制、相談体制及び実施体制を整備す
ることにより、海外留学・海外イン
ターンシップを促進する。

 ① 学生の目線を海外に向けさせ、異文化に触
れる機会として、短期留学や海外語学研修
を実施する。また、渡航中も安心して教育
研究活動に臨めるよう、危機管理の体制を
整備する。

○ 語学研修プログラム等を実施し、異文化理
解や国際感覚の醸成、英語学習の意欲向上
を図った。プログラム終了後は学修意欲の
持続と他の学生への波及効果を狙い、短期
留学報告会を実施した。
なお、海外派遣に係る安全管理の観点から
外務省、海外留学生安全対策協議会
（JCSOS）の現地情報入手に努めるととも
に、派遣大学先と密接に連携し、事故等の
未然防止に努めた結果、不測の事態の発生
はなかった。

＜語学研修プログラム（派遣）＞
・ニュージーランド語学研修
　システム３名、生物10名（２週間）
・ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭｺﾛﾝﾋﾞｱ大学語学研修（ｶﾅﾀﾞ）
　生物３名（３週間）、生物１名（４週
間）
・ビクトリア大学語学研修（ｶﾅﾀﾞ）
　生物１名（４週間）
・ﾆｭｰｶｯｽﾙ大学語学研修（ｵｰｽﾄﾗﾘｱ）
　システム２名、生物１名（４週間）

＜国際交流室プログラム（派遣）＞
・清華大学深圳大学院短期留学（中国）
　システム３名、生物４名

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（２）国際感覚を備えた人材の育成 Ａ

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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自己評価

② 外国人留学生が学びやすい環境を整
備するとともに、本学学生の語学力
の向上を図るため、英語等外国語に
よる学位取得コースを設定する。併
せて、学生の相互交流を促進し、支
援することにより、国際感覚を備え
た人材を育成する。

 ② 英語で行う授業科目の拡充に向け、教員が
英語で授業を行うための学内研修等を実施
する。また、国際理解の促進のため留学生
との相互交流を行う。

○

自己評価

自己評価

① ① 大学コンソーシアムあきたが主催する高大
連携・単位互換授業、学際研究プロジェク
ト等の共同事業を積極的に実施する。

○ 高大連携授業では15科目の授業を延べ52名
の教員が担当し、155名の生徒が受講した。
また、他大学との単位互換授業へは前期198
科目、後期189科目を提供した。高等教育セ
ミナーには７校から49名の教職員が参加し
た。

② ② 秋田大学、国際教養大学に秋田公立美術大
学を加えた４大学連携協定に基づき、連携
事業や情報交換会を実施するとともに、県
内高等教育機関との合同事業や、地域課題
に関する共同研究などに取り組む。

○ 29年度は国際教養大学大学が幹事校とな
り、10月5日に秋田市にぎわい交流館AUにお
いて「大学改革の方向性と地域貢献」を
テーマに、公立大学協会事務局長の中田晃
氏の基調講演と、同氏及び４大学の学長に
よるパネルディスカッションを開催した。

「大学コンソーシアムあきた」が主催す
る連携公開講座や高大連携授業などの共
同事業に積極的に参加する。

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

教員が英語で授業を行うための学内研修制
度について検討を進めたほか、国際教養大
学との授業の相互協力について協議を行っ
た。大学院の授業科目である「科学英語プ
レゼンテーション」と「英語プレゼンテー
ションA」において、ネイティブスピーカー
の教員が英語のみで授業を実施するなど、
英語で行う授業科目の充実を図った。
また、本学学生の国際交流を促進するた
め、語学研修プログラム及び国際交流プロ
グラム（受入）を実施した。

＜語学研修プログラム（派遣）＞
・ニュージーランド語学研修
　システム３名、生物10名（２週間）
・ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭｺﾛﾝﾋﾞｱ大学語学研修（ｶﾅﾀﾞ）
　生物３名（３週間）、生物１名（４週
間）
・ビクトリア大学語学研修（ｶﾅﾀﾞ）
　生物１名（４週間）
・ﾆｭｰｶｯｽﾙ大学語学研修（ｵｰｽﾄﾗﾘｱ）
　システム２名、生物１名（４週間）

＜国際交流室プログラム（受入）＞
・上海理工大学（中国）９名
・西南交通大学（中国）15名
・宜蘭大学（台湾）14名
・カセサート大学（タイ）３名

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

２　他大学等との交流・連携の推進

秋田大学、国際教養大学との連携協定に
基づき、市民講演会などの連携事業や人
事交流を継続するとともに、県内高等教
育機関と広く連携し、地域課題に関する
共同研究などに取り組む。

Ａ

Ⅳ　交流・連携に関する目標を達成するための措置
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自己評価

③ ③ 連携協定を締結する大学等との共同事業実
施に向けた検討を行い、教育研究活動や地
域貢献の推進に結び付ける。

○ スーパー連携大学院コンソーシアムに参画
し授業科目を提供するなど、多様な社会的
ニーズを踏まえてイノベーションを創出す
ることができる博士人材を育成した。

＜提供授業科目＞
・現役社長の講話Ⅰ(３月７日～９日)
　（北見工業大学の２名の学生が由利本荘
　　市内の会社２社の企業訪問を実施した
　　ほか、本学教授による講義及び企業経
　　営者３名の講話を受講した。）

自己評価

自己評価

① 学内外から広く意見を聴取し、理事
長及び役員会のリーダーシップと機
動力の発揮に努め、迅速で透明性の
高い意思決定を行う。また、各キャ
ンパス及び研究所の意思疎通の向上
と交流の促進を図る。

 ① トップダウンとボトムアップをバランスよ
く組み合わせることにより、意思決定プロ
セスの透明性と適正を確保する。そのた
め、部局長会議やキャンパス懇談会などを
活用して、学内コンセンサスの形成と意思
疎通に努める。また、経営協議会及び教育
研究協議会は、毎回協議テーマを定めるな
ど、審議の充実を図る。

○ 重要案件については、役員会による審議の
前に、部局長会議やキャンパス懇談会にお
いて学部・学科等の意見を確認すること
で、意思決定プロセスの透明化と適正の確
保を図った。
また、経営協議会及び教育研究協議会につ
いても、本学の重要事項について活発な議
論を行った。

② 運営の効率化と円滑化を図るため、
役員会や業務本部制の在り方を見直
すとともに、業務の多様化、複雑化
に対応して事務局組織や委員会等を
柔軟に編成する。

 ② 役員会の審議は、情報の共有化や業務本部
間の調整が必要な重要事項に絞る。事務局
組織は、各キャンパスを通じて業務本部の
ミッションが迅速に達成されるよう、業務
内容の多様化に対応した適切な編成を検討
する。

○ 役員会の審議事項は、定款及び学内規程に
基づく審議案件を中心とし、その他の案件
は報告や決裁審査に移すことで、重要案件
について十分な審議時間を確保し、迅速な
意思決定を行った。

Ⅴ　大学経営の改善に関する目標を達成するための措置

連携協定を締結する県外大学等との教育
研究活動や地域貢献における連携事業を
推進する。

年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（１）運営体制の強化 Ａ

１　業務運営の改善及び効率化　

中　期　計　画　の　項　目

Ａ

中　期　計　画　の　項　目

Ａ
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自己評価

① 中・長期的な管理運営方針を策定す
る。

① 管理運営方針（経営方針）を学内外に周知
する。

○ 大学の理念・目的の実現に向けて、本学の
中・長期的な経営方針等を定めた「秋田県
立大学管理運営方針」を本学ホームページ
に掲載し、学内外へ周知した。

② 中期計画の実現に向けた到達目標を
定め、その具体的達成手順となる行
動計画を作成し、実行する。

 ② 現中期計画及びアクションプランの達成・
取組状況を総括し、次期中期計画の策定に
向けて課題を洗い出す。

○ 第２期中期計画の達成見込みやアクション
プランの進捗状況を踏まえ、学長自ら第３
期中期計画における課題等を取りまとめ、
これに基づき中期計画の策定を行った。

③ 中期計画の達成度評価、自己点検・
評価、秋田県地方独立行政法人評価
委員会評価及び認証評価機関評価等
（以下「第三者評価等」という。）
の結果を踏まえて改善実施に迅速に
取り組むため、必要な人員配置や予
算配分の見直し、組織改革などを行
う。

 ③ 中期計画の進捗状況や第三者評価等の結果
を勘案した予算編成や組織改革等を行い、
学内資源の効果的な投入を図る。

○ 予算編成に当たっては、中期計画の進捗状
況や第三者評価等における意見を踏まえ、
中期計画に掲げた事項の達成に向けて限ら
れた予算を重点的に配分した。
また、第三者評価等の意見は、速やかに学
内へ周知し、全学で情報を共有した。

④ コンプライアンス及び不正防止を目
的に内部監査を徹底し、監事及び会
計監査人との連携により、業務の有
効性・信頼性の向上に努める。

 ④ コンプライアンス及び不正防止の観点から
内部監査を実施する。また、内部監査室、
監事及び会計監査人との協議の場を設け、
それぞれが実施する監査の状況等について
情報共有を図る。

○ 各キャンパスのチームリーダーが他のキャ
ンパスの内部監査を行い、改善・検討事項
を出し合い、全学で情報を共有すること
で、業務の質向上を図った。
また、四者協議（理事長、内部監査室長、
監事、会計監査人が出席）等を開催し、そ
れぞれが行う監査の状況等について情報を
共有した。

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（２）運営の高度化 Ａ
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自己評価

① 教職員の業績や活動を多面的に評価
する評価制度と任期制及び年俸制の
一体的運用により組織の活性化を図
る。

 ① 教員評価については、新制度での年俸額へ
の反映や評価結果のフィードバックを適切
に行う。

○ 29年度は前期（中間）評価対象28名、後期
（最終）評価対象17名の教員評価を実施し
た。
また、後期評価対象者については、評価結
果を次期年俸に反映するとともに、各部局
の評価者を通じて評価結果を本人にフィー
ドバックした。

② サバティカル制度の導入や国内外の
教育研究機関への留学等長期研修制
度の活用を促進し、教員の資質向上
と組織の能力向上を図る。

 ② サバティカル制度の利用者の募集にあたっ
ては、より利用しやすいように翌々年度分
も併せて公募するなど、制度活用の促進に
努める。

○ サバティカル制度により、29年度は教員１
名を研修派遣した（派遣先：タイ）。ま
た、早期の公募を実施した結果、30年度２
名、31年度１名の申し込みがあり、いずれ
も実施を予定している。

③ 事務職員の意欲・資質向上により、
業務の高度化・複雑化に対応するた
め、ＳＤ（スタッフ・ディベロップ
メント）の活動を積極的に実施す
る。また、他大学等学外機関への研
修派遣や人事交流を促進するととも
に、大学院への修学など職員の自己
啓発について、積極的に奨励・支援
する。

 ③ 事務職員の人材育成方針に基づき、職階や
職種に応じた体系的な研修を実施する。ま
た、他大学との合同研修を実施するととも
に、行政機関等との人事交流を検討する。

○ 事務職員の人材育成の取組として、次の研
修を実施した。
・職員研修（本学主催）　　        27名
・ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修（秋田大学主催）     2名
・大学間連携SD研修（山形大学主催） 2名
・公立大学協会主催セミナー　　　   6名
・能力開発研修（県自治研修所）9講座7名

④ 女性教員及び外国人教員の雇用を拡
大する。

④ 女性教員の比率を高めるため、教員の募集
に際して女性教員に対するポジティブ・ア
ナウンスを強化する。

○ 募集要項に男女共同参画の推進及び女性の
積極的な応募を期待する旨を記載し、女性
教員の雇用の拡大に努めた。
29年度における応募総数82名（募集人数21
名）のうち女性の応募は12名（14.6％）
で、このうち１名を採用した。

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（３）人事制度の適正な運用による組織の活性化 Ａ
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自己評価

自己評価

①
　

科学研究費補助金等競争的研究資
金、共同研究費及び受託研究費な
ど、外部資金の獲得強化により、自
己財源の安定的確保を図る。

 ①　競争的研究資金の採択数の増加や共同研究
の促進、奨学寄附金の確保などにより、前
年度の水準（獲得件数又は獲得金額）以上
の外部資金の獲得に努める。

○ 競争的研究資金への応募など外部資金の確
保に努めた結果、29年度は獲得件数373件と
なり前年度（371件）より２件増加した。一
方で、大型の受託事業・補助金が減少した
ことから獲得金額は431百万円となり、前年
度（556百万円）より125百万円減少した。

総額　　      ：373件、431百万円
うち受託研究費： 60件、125百万円
　　共同研究費： 85件、 50百万円
　　奨学寄附金： 50件、 47百万円
　　科学研究費
   　　補助金 ： 90件、169百万円
　　受託事業等： 88件、 40百万円

② 知的財産の適正な管理と積極的な公
表を行い、企業等への技術移転を積
極的に進め、特許実施許諾料等自己
収入の増加に努める。

 ② 知的財産の適正な管理と積極的な公表によ
り、企業への技術移転を進め、特許実施許
諾料収入などの確保に努める。

○ 本学が保有する出願特許等について、企業
への技術移転に取り組んだ結果、29年度は
次のとおりとなった。
・技術移転件数（実施許諾契約等）２件
・特許実施許諾料収入   1,872千円

自己評価

① 中・長期的な財政計画を策定し、教
育研究を十全に遂行するとともに、
新たなニーズや事業に即応できる柔
軟かつ機動的な財政運営を行う。

① 中・長期財政計画に基づき、厳しい財政状
況を踏まえた適正な予算編成と厳格な予算
執行を引き続き行う。

○ 「秋田県立大学中・長期財政計画」を基本
方針として30年度予算編成方針を策定し、
継続事業に対する予算配分額を見直すな
ど、新規事業予算の確保を意識した予算編
成を実施した。

② コスト意識をもって業務の内容や処
理方法を見直し、費用対効果の検証
により、経費節減を徹底する。

② 経費節減のための取組を引き続き実施し、
業務の合理化・効率化を推進する。

○ 毎月の電気・ガス使用量を部局長会議や
キャンパス懇談会等で確認するなど、部局
レベルでの経費節減意識の向上を図った。
また、老朽化が進んだ空調設備や照明設備
について省エネ効果の高い仕様に更新し、
ランニングコストの削減を図った。

Ⅴ　大学経営の改善に関する目標を達成するための措置

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

２　財務内容の改善

（１）自己財源の確保

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

Ａ

（２）経費の節減 Ａ

Ａ
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自己評価

自己評価

① 加盟する認証評価機関の定める大学
基準に基づき、毎年自己点検・評価
を実施する。その中で、課題の改善
状況と第三者評価等の結果に対する
改善状況を明らかにするとともに、
中期計画の目標達成度について自己
評価を行う。

 ① 28年度に実施した自己点検・評価及び認証
評価により得られた課題に対する改善方策
を検討する。また、現中期計画の目標達成
度について自己評価を行うとともに、次期
中期計画の策定を行う。

○ 認証評価で指摘があった改善を要する事項
１件（大学院収容定員未充足）、更なる向
上が期待される事項３件（ＣＯＣ＋事業の
推進等）について、自己評価委員会で改善
に向けた対応を検討し、第３期中期計画に
おいて改善のための取組を定めた。

② 自己点検・評価の結果を踏まえて自
己改革・自己改善に全学で取り組む
態勢を整備し、本学の内部質保証シ
ステムを構築する。

 ② 自己評価委員会及び教育改革・支援セン
ターが中心となり、各部局・本部と連携し
て本学の内部質保証に取り組む。

○ 自己評価委員会の専門委員会として、本学
の内部質保証システムの構築を担う「内部
質保証ワーキンググループ」を立ち上げ
た。

③ 研究活動に関して専門分野別に外部
評価委員を委嘱し、ピア・レビュー
による外部評価制度を導入する。

③ 外部評価の実施結果を総括するとともに、
次期中期計画期間における外部評価の実施
計画を定める。

○

自己評価

① 自己点検・評価及び第三者評価等の
結果、大学経営の状況、教育研究活
動の状況・成果などを、ホームペー
ジや大学案内誌、研究成果報告書等
出版物により積極的に公表する。

 ① ホームページ及び出版物等の内容充実を図
り、大学の活動や研究成果、研究情報等を
積極的に公表するとともに、ＳＮＳ等の
ツールを活用し、広く大学の情報を発信す
る。また、ウェブジャーナルを通じて、地
域貢献活動等の成果を公表する。

○ 大学広報誌「イスナ」を年２回発行したほ
か、本学ホームページやツイッターにより
積極的に情報を発信した。
また、秋田県立大学ウェブジャーナルＡ
（地域貢献部門）５号（10論文）、ウェブ
ジャーナルＢ（研究成果部門）４号（38論
文）を刊行するなど、本学の教育研究や地
域貢献活動の成果を積極的に公表した。

② マスメディアへの情報提供・情報発
信を積極的に行う。また、研究成果
発表会や産学官連携フォーラム・イ
ベントなど、多様な機会を活用して
大学の活動状況を周知する。

 ② 新聞等マスメディアへの情報提供や、他大
学との連携事業及び各種フォーラム・イベ
ントの活用により、学外への情報発信を積
極的に行う。

○ 学内の広報資源を集約するため、各学部の
広報委員会を中心として情報を収集・伝達
する体制を整備した。集約した情報は県政
記者会等へ積極的に情報提供した。
また、公開講演会等の本学イベントにおい
て広報誌を配布するなど、積極的に学外へ
の情報発信を行った。

第２期中期目標期間中に実施した外部評価
を総括し、次回の外部評価に向けて実施内
容・方法を見直すことで、業務の軽減化を
図ることとした。また、第３期中期目標期
間における外部評価事業計画を策定し、外
部評価の実施年度及び認証評価の受審年度
を定めた。

Ⅴ　大学経営の改善に関する目標を達成するための措置

３　自己点検・評価等の実施及び教育情報等の公表 Ａ

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（１）自己点検・評価及び自己改革の実施 Ａ

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（２）教育情報等の公表 Ａ
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自己評価

自己評価

① 安全衛生マニュアルに基づく安全教
育の徹底やリスク管理、防災意識の
向上を図り、事故防止に努める。万
一、事故が発生した場合に迅速で的
確な対応ができるよう、定期的な研
修や訓練を実施する。

 ① 安全衛生マニュアルに基づき、安全衛生委
員会が中心となり各キャンパス内の安全管
理や防災体制の強化を図る。また、安全衛
生、安全管理、防犯に関する各種講習会や
防災訓練を実施する。

○ 安全衛生委員会を毎月開催し、安全衛生意
識の高揚を図るため、次の取組を実施し
た。
・安全衛生委員会によるキャンパス
　パトロール（年２回）
・産業医による安全衛生講習会
・作業環境測定（年２回）など

② 法令や各種ガイドラインを遵守し、
施設や設備機器の保守管理と安全点
検を実施する。

 ② 法令や各種ガイドラインを遵守し、施設や
設備機器の保守管理と安全点検を適切に実
施する。ＩＴシステムについて、情報セ
キュリティポリシーで掲げる安全対策等の
一層の浸透を図る。

○ 施設、設備機器については、定期的に業者
委託による保守点検又は責任者による自主
点検を実施した。
また、教職員のセキュリティに対する危機
意識の啓発を図るため、学生・教職員を対
象とした情報セキュリティ講演会を秋田・
本荘キャンパスで実施するとともに、毎月
他大学で発生したセキュリティインシデン
トを学内向けホームページに公開した。

自己評価

① 施設及び機器の整備・更新計画に基
づき、教育研究施設の改修と設備機
器の更新を行う。また、研究プロ
ジェクトの進捗状況や新たな研究分
野・領域への取組に対応した整備を
進める。

 ① 施設や設備機器の整備・更新計画を適宜見
直し、県と協議しながら教育研究環境の整
備を推進する。また、研究プロジェクトの
進捗状況や研究機器の利用実績等に基づく
整備を進める。

○ 施設・設備については、施設等の状況を見
極めながら整備・更新計画を毎年度見直
し、県と協議の上で順次整備を行ってお
り、29年度は照明設備、防犯設備、エレ
ベータ設備の更新等を実施した。
また、研究機器については、経過年数、使
用頻度、使用目的など総合的見地から優先
順位を判断し、整備を実施した。

Ⅴ　大学経営の改善に関する目標を達成するための措置

４　その他業務運営に関する重要事項　

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（１）安全管理体制の強化 Ａ

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（２）教育研究環境の整備 Ａ

Ａ
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自己評価

② 学生や教職員の意見を反映して、良
好なキャンパス環境の整備に努め
る。

② 良好なキャンパス・アメニティを形成する
ため、様々な機会を捉え、教職員及び学生
との意見交換を行う。

○ 本荘・秋田両キャンパスにおいて、学長を
含めた役員と学生との懇談会をそれぞれ年
２回開催するなど、学生からの要望・提案
を聴取する機会を設け、学修環境の向上の
ため図書館内のWi-Fi受信エリアの拡大等、
必要に応じて改善を図った。

③ 地域社会の環境保全や省エネルギーに配慮
するとともに、エコキャンパスの実現に向
けた取組を推進する。

○ 光熱費削減のための設備更新を計画的に進
めており、29年度においても照明設備のＬ
ＥＤ化等を実施したほか、エネルギーの使
用状況については、四半期毎に役員会に報
告し、その節減に努めた。

中　期　計　画　の　項　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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自己評価

自己評価

　　　平成24年度～平成29年度 　平成29年度 　平成29年度
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

　
　

 運営費交付金
　
　

 運営費交付金
　
　

 運営費交付金

 施設整備費補助金  施設整備費補助金  施設整備費補助金

 諸補助金

 自己収入  諸補助金  諸補助金

   授業料等収入  自己収入  自己収入

   その他収入    授業料等収入    授業料等収入

 受託研究等収入    その他収入    その他収入

 寄附金収入  受託研究等収入  受託研究等収入

 目的積立金取崩  寄附金収入  寄附金収入

 目的積立金取崩

　
　

 　教育研究経費  　教育研究経費  　教育研究経費

 　一般管理費  　一般管理費  　一般管理費

 施設整備費  施設整備費  施設整備費

 受託研究等経費

 寄附金事業費  受託研究等経費  受託研究等経費

 人件費  寄附金事業費  寄附金事業費

 人件費  人件費

■ ● ○

※

区　　　　　　　分

金額は、百万円未満を切り捨てて表示して
いるため合計は必ずしも一致しない。
（「２収支計画」及び「３資金計画」も同
様。）

23      

  木材高度加工研究所施設整備費等補助金 662     

1,203

299

2,754

  木材高度加工研究所施設整備費

  木材高度加工研究所施設整備費等補助金 623

  木材高度加工研究所施設整備費 623

計

期間中総額3,031百万円を支出する。
なお、人件費は、役員報酬並びに教職員年
俸、法定福利費に係るものである。

155     

期間中総額18,789百万円を支出する。
なお、人件費は、役員報酬並びに教職員
年俸、法定福利費及び退職手当に係るも
のである。

　［人件費の見積り］

662

17      

1,492   

計

計

32,211 計 5,949   

99

0

9,064

99

410

3,031   

1,203

299

35

支
　
　
出

 業務費 業務費 11,819

支
　
　
出

 業務費

18,789

Ⅵ　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

１　予算

22,433 3,5653,566   

金　額 区　　　　　　　分 金　額 区　　　　　　　分 金　額

19

275

8,069

1,391   1,441

1,136   1,162

105

6,820

1,249

135

255     279

6,541

155     221

17      47

0 348 目的積立金取崩

2,289

2,888

5,949   6,326

1,878

215

135

1,949   

457     

275

期間中総額 2,888百万円を支出した。上記
の額は、役員報酬並びに教職員年俸、法定
福利費及び退職手当に係るものである。

計 32,211

計

Ａ
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自己評価

　　　平成24年度～平成29年度 　平成29年度 　平成29年度
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

　費用の部 　費用の部

　　経常経費 　　経常経費 　　経常経費

　　　業務費

　　　　教育研究経費

　　　　受託研究等経費

　　　　人件費

　　　一般管理費

　　　その他費用

　　　減価償却費

　　臨時損失

　収益の部

　　経常収益

　　　授業料等収益

　　　受託研究等収益

　　　寄附金収益

　　　補助金等収益

　　　その他収益

　　　資産見返負債戻入

　　臨時利益

　純利益

　総利益

　費用の部 5,614

区　　　　　　　　　分

　　　運営費交付金収益

35,351 5,455 5,598

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

２　収支計画

金　　額 区　　　　　　　　　分 金　　額 区　　　　　　　　　分 金　　額

35,351 5,455

4,484 　　　業務費 4,404

7,898 　　　　教育研究経費 1,298 　　　　教育研究経費 1,325

27,891 　　　業務費

1,203 　　　　受託研究等経費 155 　　　　受託研究等経費 184

18,789 　　　　人件費 3,031 　　　　人件費 2,894

2,574 　　　一般管理費 428 　　　一般管理費 696

6 　　　その他費用 1 　　　その他費用 2

4,878 　　　減価償却費 542 　　　減価償却費 493

0 　　臨時損失 0 　　臨時損失 16

35,351 　収益の部 5,455 　収益の部 5,835

35,351 　　経常収益 5,455 　　経常収益 5,818

22,433 　　　運営費交付金収益 3,566 　　　運営費交付金収益 3,655

5,380 　　　授業料等収益 896 　　　授業料等収益 1,029

1,203 　　　受託研究等収益 155 　　　受託研究等収益 221

99 　　　寄附金収益 17 　　　寄附金収益 33

105 　　　補助金等収益 23 　　　補助金等収益 19

1,249 　　　その他収益 256 　　　その他収益 413

4,878 　　　資産見返負債戻入 542 　　　資産見返負債戻入 445

0 　　臨時利益 0 　　臨時利益 17

0 　純利益 0 　純利益 221

0 　総利益 0 　目的積立金取崩額 76

297　総利益
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自己評価

　　　平成24年度～平成29年度 　平成29年度 　平成29年度
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

　資金支出 　資金支出 　資金支出

　　業務活動による支出 　　業務活動による支出 　　業務活動による支出

　　投資活動による支出 　　投資活動による支出 　　投資活動による支出

　　財務活動による支出 　　財務活動による支出 　　財務活動による支出

　　次期中期目標期間への繰越金

　資金収入 　資金収入 　資金収入

　　業務活動による収入 　　業務活動による収入 　　業務活動による収入

　　　運営費交付金による収入 　　　運営費交付金による収入 　　　運営費交付金による収入

　　　授業料等による収入 　　　授業料等による収入 　　　授業料等による収入

　　　受託研究等による収入 　　　受託研究等による収入 　　　受託研究等による収入

　　　寄附金による収入

　　　補助金等による収入 　　　補助金等による収入 　　　補助金等による収入

　　　その他の収入 　　　その他の収入 　　　その他の収入

　　投資活動による収入

　　　施設費による収入

　　　その他の収入

　　財務活動による収入 　　財務活動による収入 　　財務活動による収入

　　前中期目標期間よりの繰越金 　　前年度よりの繰越金　 　　前年度よりの繰越金　

自己評価

自己評価

■ ● ○

自己評価

自己評価

■ ● ○

年　度　計　画　に　係　る　実　績

なし なし なし

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

３　資金計画

金　　額 区　　　　　　　　　分 金　　額 区　　　　　　　　　分 金　　額区　　　　　　　　　分

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目

32,211 5,949 6,657

30,352 4,892 5,126

1,739 1,037 516

120 20 35

32,211 5,949 6,657

0 　　次年度への繰越金 0 　　次年度への繰越金

31,900 5,150 5,311

22,433 3,566 3,565

6,820 1,136 1,128

1,203 155 271

99 　　　寄附金による収入 17 　　　寄附金による収入 47

105 23 19

1,237 253 278

311 　　投資活動による収入 799 　　投資活動による収入 161

299 　　　施設費による収入 797 　　　施設費による収入 161

12 　　　その他の収入 2 　　　その他の収入 0

年　度　計　画　の　項　目

0 0 0

0 0 1,185

年　度　計　画　に　係　る　実　績

Ⅶ　短期借入金の限度額

運営費交付金等の受入れ遅延等に対応す
るため、短期借入金の限度額を４億５千
万円（予算収入総額の１か月相当額）と
する。

運営費交付金等の受入れ遅延等に対応する
ため、短期借入金の限度額を４億５千万円
とする。

借入実績なし

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目

980

－

－Ⅷ　重要な財産の譲渡等に関する計画
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自己評価

自己評価

■ ● ○剰余金は、教育研究の質の向上、組織運
営及び施設設備の改善を図るための経費
に充てる。

剰余金は、教育研究の質の向上、組織運営
及び施設設備の改善を図るための経費に充
てる。

剰余金のうち、経営努力認定を受けた額に
ついては、積立金の使途計画に従い、次の
とおり実施した。

（単位：千円）

9,450

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

大潟キャンパス
牛舎照明設備改修(ＬＥＤ化) 901

秋田キャンパス
管理棟南面雨漏改修 5,940

秋田キャンパス
施設バリアフリー改修

Ａ

整備内容等 実績額

秋田キャンパス
井戸改修 9,191

秋田キャンパス
熱源機械室塩害防止設備改修 3,164

秋田キャンパス
課外活動施設棟暖房設備改修 9,666

秋田キャンパス
共通施設棟照明設備改修（ＬＥＤ
化）

4,860

秋田キャンパス
防犯カメラ設備改修 5,905

秋田キャンパス
誘導灯改修（ＬＥＤ化） 3,999

大潟キャンパス
牧草乾草収納舎改修 2,862

大潟キャンパス
作物系作業場屋根改修 2,115

大潟キャンパス
学生寮女子駐車場改修 3,499

大潟キャンパス
牛舎屋根改修 4,374

大潟キャンパス
学生寮エレベータ改修(１号機) 8,802

大潟キャンパス
学生寮エレベータ改修(２号機) 8,748

Ⅸ　剰余金の使途

44



自己評価

自己評価

自己評価

■ ● ○

本荘キャンパス
防犯カメラ設備改修

秋田キャンパス
共通施設棟外壁改
修

71,550

本荘キャンパス
施設バリアフリー改修 9,180

木材高度加工研究所
電気設備改修

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目

中期目標・中期計画を達成するために必要
となる施設・設備の整備や老朽度合を勘案
した施設・設備の改修を行う。

中期目標・中期計画を達成するために必要
となる施設・設備の整備や老朽度合を勘案
した施設・設備の改修を行う。

木材高度加工研究所に耐火試験炉設備を整
備したほか、老朽度合や故障の頻度等を勘
案し、次のとおり施設・設備及び研究機器
の改修を行った。

（単位：千円）

整備内容等

秋田キャンパス
渡り廊下改修

26,946

施設整備費等補助金
（25,002）
自己収入
（1,944）

年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

施設整備費等補助金

大賀キャンパス
雑用水ろ過装置更新

9,180

3,563

194,828

実績額

合　計

6,984

本荘キャンパス
学部棟屋上防水改修

システム科学技術学部
学科再編関係経費

3,586

348,263

教育研究機器整備

重点プロジェクト研究費

9,936

本荘キャンパス
エレベータ非常用バッテリー等改修 7,584

Ａ

Ａ

19,946

年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

財源

Ⅹ　地方独立行政法人法施行細則（平成16年秋田県規則第５号）で定める業務運営に関する事項

１　施設及び設備に関する計画

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目

45



自己評価

木材高度加工研究所
耐火試験炉棟建築 153,090

木材高度加工研究所
施設整備費等補助金

41,904

施設整備費等補助金

秋田キャンパス
温室環境制御シス
テム更新

本荘キャンパス
特別実験棟・創造
工房棟外壁改修

38,167

施設整備費等補助金

生物資源科学部
イメージアナライザー 16,578 施設整備費等補助金

424,224
木材高度加工研究所
施設整備費等補助金

システム科学技術学部
NC加工機(５軸複合機)

木材高度加工研究所
耐火試験炉及び屋外
二次燃焼設備設置

施設整備費等補助金

秋田キャンパス
熱源ポンプ改修

19,094

63,499

施設整備費等補助金
（62,984）
自己収入
（515）

900,844

施設整備費等補助金
（275,280）
木材高度加工研究所
施設整備費等補助金
（623,106）
自己収入
（2,458）

木材高度加工研究
所
パネルソー

4,644
木材高度加工研究所
施設整備費等補助金

合計

木材高度加工研究
所
ＮＣルーター

41,148
木材高度加工研究所
施設整備費等補助金

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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自己評価

自己評価

■ ● ○

自己評価

■ ● ○

年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

Ａ

教職員の人材は、公募を原則として広く国
内外に求める。優秀な教職員を確保し教育
研究活動を活性化するため、任期制を継続
する。併せて、評価結果を適正に反映した
年俸制を継続し、教職員の職務遂行能力や
モチベーションの向上に努める。

Ａ

（１）人員計画の方針

（２）人材確保の方針

カリキュラム改革や教育方法の改善、
研究分野の重点化・プロジェクトの推
進、業務量の増減などに対応した柔軟
な教職員配置を行う一方、人件費の抑
制に努める。

教職員の人材は、公募を原則として広
く国内外に求める。優秀な教職員を確
保し教育研究活動を活性化するため、
任期制を継続する。併せて、評価結果
を適正に反映した年俸制を継続し、教
職員の職務遂行能力やモチベーション
の一層の向上に努める。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

Ａ

教職員の募集は公募を原則とし、教員につ
いては、本学ホームページ、研究者人材
データベース（JREC-IN）、学会誌等に掲載
し、事務局職員については、本学ホーム
ページ、リクナビ、新聞に掲載するなど広
く募集活動を行った。採用に当たっては、
複数の最終候補者について役員面接を行
い、優秀な人材の確保に努めた。

教員ついては、役員会において学部・学科
の教育体制や研究グループの構成を慎重に
検討し、カリキュラム改革等に対応するた
め新たに14人を採用した。事務職員につい
ては、県からの派遣職員の減員（対前年度
２人減）等に対応し、効率的な業務の執行
体制を整えるため新たに４人を採用した。
また、事務局全体で時間外勤務を禁止とす
る「定時の日（毎週水曜日）」を徹底する
など、人件費の抑制に努めた。

カリキュラム改革や教育方法の改善、研究
分野の重点化・プロジェクトの推進、業務
量の増減などに対応した柔軟な教職員配置
を行う一方、人件費の抑制に努める。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目

Ⅹ　地方独立行政法人法施行細則（平成16年秋田県規則第５号）で定める業務運営に関する事項

２　人事に関する計画
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自己評価

自己評価

■ ● ○

自己評価

自己評価

■ ● ○な　しな　しな　し

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目

積立金は、教育研究の推進及び学生生活
の充実を図るための施設、設備、備品等
の整備に関する経費に充てる。

積立金は、使途計画を策定し、教育研究の
推進及び学生生活の充実を図るための施
設、設備、備品等の整備に関する経費に充
てる。

実績なし

Ⅹ　地方独立行政法人法施行細則（平成16年秋田県規則第５号）で定める業務運営に関する事項

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

－

年　度　計　画　に　係　る　実　績

－

３　法第４０条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関する計画

Ⅹ　地方独立行政法人法施行細則（平成16年秋田県規則第５号）で定める業務運営に関する事項

４　その他の業務運営に関し必要な事項
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